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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．第８期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

    ２．第９期以降は、子会社がないため連結財務諸表を作成しておりませんので、記載しておりません。 

    ３．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) ― 9,729,438 ― ― ― 

経常利益 (千円) ― 207,429 ― ― ― 

当期純利益 (千円) ― 64,836 ― ― ― 

純資産額 (千円) ― 1,309,520 ― ― ― 

総資産額 (千円) ― 6,567,807 ― ― ― 

１株当たり純資産額 (円) ― 37,361.49 ― ― ― 

１株当たり当期純利益金額 (円) ― 1,849.82 ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― 19.9 ― ― ― 

自己資本利益率 (％) ― 5.0 ― ― ― 

株価収益率 (倍) ― 21.62 ― ― ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― 592,126 ― ― ― 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― △897,848 ― ― ― 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― 127,525 ― ― ― 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(千円) ― 502,578 ― ― ― 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(名) 

― 
(―) 

191 
(1,581)

― 
(―)

― 
(―) 

― 
(―)



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．第11期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

    ３．第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、転換社債及び新株引受権付社債を期末現在において発行

していないため記載しておりません。 

      第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

      第９期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失を計上しているため記載しており

ません。 

    ４．第７期の株価収益率については、株式分割による権利落後の株価を、株式分割後の株数に基づく１株当たり当期純利益金

額で除しております。 

      第９期及び第11期は、当期純損失を計上しているため、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は記載しておりませ

ん。 

    ５．当社は、第８期中の平成14年５月20日に株式を１株につき５株の割合をもって分割しております。 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 6,588,952 9,360,746 8,426,424 6,365,917 5,091,807 

経常利益又は経常損失

（△） 
(千円) 549,438 334,499 176,626 206,526 △495,037 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
(千円) 308,084 168,648 △1,040,884 68,647 △3,314,062 

持分法を適用した場合の投

資利益 
(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 513,000 513,000 763,014 873,014 2,169,908 

発行済株式総数 (株) 7,010 35,050 45,588 49,436.15 103,423.67 

純資産額 (千円) 1,283,139 1,413,332 512,040 801,135 83,167 

総資産額 (千円) 5,512,479 6,077,767 4,504,738 5,313,479 3,565,460 

１株当たり純資産額 (円) 183,044.20 40,323.33 11,231.92 16,208.12 804.33 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) 

(円) 
5,000 
(―) 

1,000 
(―)

― 
(―)

― 
(―) 

― 
(―)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△） 

(円) 48,395.34 4,811.66 △25,169.17 1,485.31 △55,317.86 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
(円) ― ― ― 1,259.33 ― 

自己資本比率 (％) 23.3 23.3 11.4 15.1 2.3 

自己資本利益率 (％) 38.3 11.9 ― 10.5 ― 

株価収益率 (倍) 38.74 8.31 ― 42.42 ― 

配当性向 (％) 11.4 20.8 ― ― ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 812,033 ― 390,879 521,210 49,117 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △1,965,697 ― △175,153 △425,357 △401,818 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 990,069 ― △408,609 58,788 1,557,480 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(千円) 659,876 ― 275,193 429,835 1,634,615 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(名) 

166 
(1,134) 

170 
(1,322)

141 
(1,173)

98 
(661) 

111 
(667)



２【沿革】 

平成７年９月 飲食ビジネスの店舗運営ノウハウの蓄積を目的として、資本金20,000千円で東京都台東区寿二丁

目１番13号に㈱ベンチャー・リンクの子会社として設立。 

平成７年９月 ベーカリーレストラン「サンマルク」のフランチャイズ加盟店として当該フランチャイズの加盟

店事業の展開を開始。 

平成９年３月 北前そば「高田屋」のフランチャイズ加盟店として当該フランチャイズの加盟店事業の展開を開

始。 

平成９年11月 有償株主割当増資により資本金60,000千円に変更。 

平成10年５月 炭火焼肉酒家「牛角」のフランチャイズ加盟店として当該フランチャイズの加盟店事業の展開を

開始。 

平成11年12月 炭火焼肉酒家「牛角」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズのエリ

アフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成12年３月 ワラント権の行使により資本金87,000千円に変更。 

平成12年３月 第三者割当増資により資本金133,000千円に変更。 

平成12年５月 焼き鳥「とり鉄」のフランチャイズ加盟店として、当該フランチャイズ加盟店事業の展開を開

始。 

平成12年７月 ワラント権の行使により資本金286,000千円に変更。 

平成12年９月 釜飯と串焼き「とりでん」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズの

加盟店事業及びエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成12年10月 第三者割当増資により資本金300,500千円に変更。 

平成12年12月 ステーキ＆カレー「ふらんす亭」のフランチャイズ加盟店として、当該フランチャイズ加盟店事

業の展開を開始。 

平成13年２月 ステーキ＆カレー「ふらんす亭」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャ

イズのエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成13年３月 焼き鳥「とり鉄」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズのエリアフ

ランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成13年４月 酒楽家「一休」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズの加盟店事業

及びエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成13年５月 カジュアルダイニング「とりあえず 吾平」のフランチャイズ加盟店として、当該フランチャイ

ズ加盟店事業の展開を開始。 

平成13年８月 炭火焼肉酒家「牛角」のエリア店舗数100店舗達成。 

平成13年10月 和風グリル「ます屋」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズの加盟

店事業及びエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成13年11月 ㈱大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場）に株式を上場により、資本金

513,000千円に変更。 

平成13年11月 神楽食堂「串家物語」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズの加盟

店事業及びエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成13年11月 「銀のさら」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズの加盟店事業及

びエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成13年12月 北前そば「高田屋」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチャイズの加盟店

事業及びエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成13年12月 子会社ゆめりあリンクス㈱を設立。 

平成14年５月 熱烈拉麺ダイニング「じゃんけん」のエリアフランチャイズ本部の権利を取得し、当該フランチ

ャイズの加盟店事業及びエリアフランチャイズ本部事業の展開を開始。 

平成14年５月 チャイニーズダイニング「暖中」のフランチャイズ加盟店として、当該フランチャイズ加盟店事

業の展開を開始。 

平成14年５月 居酒屋「土間土間」のフランチャイズ加盟店として、当該フランチャイズ加盟店事業の展開を開

始。 

平成14年５月 株式を１株につき５株の割合をもって分割。 

平成14年11月 ステーキ＆カレー「ふらんす亭」のエリアフランチャイズ本部の権利を売却。 

平成15年３月 炭火焼肉酒家「牛角」のエリア店舗数200店舗達成。 

平成15年７月 釜飯と串焼き「とりでん」のエリア店舗数100店舗達成。 

平成15年８月 第三者割当増資により資本金を763,014千円に変更。 

平成15年10月 新業態「バーグキッチン」１号店を大阪市中央区西心斎橋に開店。 

平成16年１月 本社事務所機能を東京都港区芝浦に移転。 



 

平成16年３月 連結子会社であるゆめりあリンクス㈱を吸収合併。 

平成16年６月 本社を東京都港区芝浦に移転。 

平成16年６月 新業態「izakaya-dining おだいどこ」１号店を大阪市阿倍野区に開店。 

平成16年９月 転換社債型新株予約権付社債（10億円）を発行。 

平成16年11月 ㈱ベンチャー・リンクの保有株式を㈱タスコシステムが取得し、筆頭株主となる。 

平成17年２月 「izakaya-dining おだいどこ」２号店を東京都目黒区自由が丘に開店。 

平成17年12月 本社を東京都港区海岸に移転。 

平成18年１月 第三者割当により第４回新株予約権を発行。 



３【事業の内容】 

当社は、フランチャイズ加盟店として飲食店の経営及び取引先フランチャイズ本部との契約に基づきエリアフラ

ンチャイズ本部として地域毎の加盟開発や加盟店運営指導等の事業活動を展開しております。また、自社による飲

食業態開発も行っております。 

また、平成17年９月８日をもって㈱千代田物産の保有する全株式と加藤義和㈱の保有する株式の一部は㈲ネモフ

ィラに譲渡され、平成17年９月15日をもって㈱タスコシステムの保有する全株式は㈲ジュピターインベストメント

に譲渡されております。なお、平成18年１月23日付けで発行した新株予約権の一部行使により、㈲ジュピターイン

ベストメントの平成18年３月31日時点における保有比率は44.7％となっております。 
  

(1) 店舗運営事業  当社自身がさまざまなフランチャイズ本部の加盟店となり、店舗の運営を直接行っておりま
す。また、当社がフランチャイズ本部となり、店舗の運営を直接行っております。 

  
(2) フランチャイズ本部事業  フランチャイズ本部から特定エリアでの一定数の店舗出店を行う権利を買い取

り、当社自らが特定エリアでフランチャイズ加盟店を発掘し、店舗展開を行って
おります。また、当社がフランチャイズ本部となり、加盟店を発掘し、店舗展開
を行っております。 

  
(3) ソリューション事業  直営店における販売促進活動を通じて蓄積されたノウハウをもとに、フランチャイズ

加盟店や一般飲食店への販売促進コンサルティングを行っております。 
 

フランチャイズ本部 ブランド 

㈱レインズインターナショナル 

炭火焼肉酒家「牛角」 

釜飯と串焼「とりでん」 

居酒屋「土間土間」 

当社 
「おだいどこ」 

「ぱすたんぱすた」 

フランチャイズ本部 ブランド 地区 

㈱レインズインターナショナル 

炭火焼肉酒家「牛角」 
東北、北関東、東海、 

北陸、関西、九州 

釜飯と串焼「とりでん」 

東北、北関東、東海、 

北陸、関西、四国、中国、 

九州、沖縄 

㈱タスコシステム 焼き鳥「とり鉄」 関西 

当社 「おだいどこ」 全国 



事業系統図は、次のとおりであります。 
  

 
 



４【関係会社の状況】 

  
  

５【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（契約社員を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員を含む。）は、（ ）内

に年間の平均人員を外数で記載しております。 

    ２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 
  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。 

  

名称 住所 
資本金 

（千円） 
主要な事業内容 

議決権の所有 

割合又は被所 

有割合（％） 

関係内容 

（その他の関係会社） 

㈲ジュピターインベストメント 

東京都 

渋谷区 
3,000 投資有価証券等への投資 

（被所有） 

直接44.7 
増資引受 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

111（667） 31.0 2.9 4,896,768 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度における我が国の経済環境は、企業の業績改善は一層顕著となり、それに伴う設備投資の増加や雇

用の活発化など引き続き景気は回復基調で推移しました。 

外食業界におきましては、市場規模は依然として縮小しており、既存店売上高も前年割れの傾向にあります。

そのような状況を補うべく、競合各社の新規出店は活発であり、競争は激化しております。 

このような状況のもと当社は、既存店の業績改善と、フランチャイズ本部機能の拡充を図るとともに、新規ブ

ランド開発に注力しました。 

しかしながら、主力ブランドの牛角事業においては米国産牛肉の輸入が再開したものの、再度禁止措置が取ら

れる事態となり、導入を予定していたメニューの変更を余儀なくされるなど、施策が後手に回らざるを得ない状

況となり、新規業態の「おだいどこ」が好調に推移したものの既存店売上高前年比は前年割れとなりました。 

また、減損会計の適用などにより、特別損失2,805百万円を計上しております。 

この結果、当事業年度における売上高は5,091百万円（前年同期比20.0％減）、経常損失は495百万円（前期は

206百万円の経常利益）、当期純損失は3,314百万円（前期は68百万円の純利益）となりました。 

部門別事業の営業概況は次のとおりであります。 

■店舗運営事業 

店舗運営事業におきましては、新規ブランドである「おだいどこ」のブランディングを目指し、積極的に出

店を進めましたが、立地選定に慎重になりすぎたことから目標出店数には至りませんでした。また、既存ブラ

ンドの「牛角」「とりでん」に関しては、米国産牛肉や鳥インフルエンザなどの食材についての逆風をはね返

すべく、商品開発、メニュー変更及び各種フェア企画などの施策を講じましたが、既存店売上高は前年を上回

るまでには至りませんでした。当事業年度の新規出店数は、「おだいどこ」４店舗及び新規業態の実験店舗を

３店舗、計７店舗の新規出店を行いました。また、店舗譲渡により「牛角」１店舗、「とりでん」２店舗、そ

の他のブランド１店舗の計４店舗を直営店としました。その一方、「牛角」５店舗、「とりでん」８店舗、

「とりあえず吾平」１店舗、「バーグキッチン」１店舗及びその他のブランド１店舗、計16店舗を譲渡・閉店

しましたことにより、当事業年度末における当社直営店舗数は26店舗となりました。 

この結果、店舗運営事業の売上高は2,140百万円（前年同期比1.7％減）となっております。 

■フランチャイズ本部事業 

フランチャイズ本部事業におきましては、引き続きフランチャイズ加盟店の出店促進を図りましたが、米国

産牛肉や鳥インフルエンザなどの食材問題の影響や既存店売上高が伸び悩んだことなどから、フランチャイズ

加盟店の出店意欲は低下傾向にあり、その結果、新規出店については「牛角」５店舗、「とりでん」２店舗の

計７店舗の出店にとどまりました。その一方で、「牛角」23店舗、「とりでん」15店舗、その他のブランド1店

舗、計39店舗が閉店・譲渡などにより減少しております。また、新規の加盟契約につきましては、「おだいど

こ」の加盟促進を中心に活動し、計54件を獲得しました。 

なお、店舗数、加盟契約件数の数値については、前事業年度におけるフランチャイズ加盟獲得活動の外部委

託契約の解消を機に、あらためて整理、精査いたしました。 

その結果、当事業年度末の加盟件数の総数は643件、フランチャイズ店舗数は339店舗、出店準備中の加盟数

は304件となっております。なお、当事業年度におきまして、当面の間出店計画のないエリア本部権利につきま

しては、減損会計の適用により一括で償却いたしました。 

この結果、フランチャイズ本部事業の売上高は2,220百万円（前年同期比20.4％減）となりました。 

■ソリューション事業 

ソリューション事業におきましては、フランチャイズ加盟店に対してＷＥＢマーケティングシステムを活用

した販売促進の提案を行うとともに、他の企業への販売促進のコンサルティング業務に取り組んでまいりまし

た。ＷＥＢを利用して顧客データ分析を簡便かつ詳細に行い、その結果を元に効果的なＤＭ（ダイレクトメー

ル）を発注・発送することができるシステムであるＷＥＢマーケティングシステムを活用することで、店舗で

の工数削減と効果的な販売促進を行い、フランチャイズ加盟店の業績改善を図りました。 

この結果、ソリューション事業の売上高は730百万円（前年同期比47.7％減）となりました。 
 



(2) キャッシュ・フロー 

当事業年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首資金残高に比べて1,204百万円増加し、当

事業年度末には1,634百万円（前年同期比280.3％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、49百万円（前期は521百万円の獲得）となりました。これ

は、主に資金使用を伴わない減価償却費及び償却額の計上によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、401百万円（前期は425百万円の使用）となりました。こ

れは、主に有形固定資産の取得及び敷金・保証金の支払並びにエリアフランチャイズ権購入のための支払による

ものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果得られた資金は、1,557百万円（前期は58百万円の獲得）となりました。こ

れは、主に新株予約権の権利行使によるものです。 
 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は生産を行っておりませんので、記載すべき事項はありません。 
  

(2) 受注状況 

当社は飲食業のため、記載すべき事項はありません。 
  

(3) 販売実績 

当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．店舗運営事業部門販売実績とは、当社直営店における飲食販売実績であります。 

    ２．フランチャイズ本部事業部門販売実績とは、フランチャイジーより加盟契約時に受け取る加盟金、ロイヤリティ（フラン

チャイジー店の売上高の５％）及びＰＯＳシステム販売実績等であります。 

    ３．ソリューション事業部門販売実績とは、店舗改善活動等に係る販売実績であります。 

    ４．販売実績には、消費税等は含まれておりません。 

 

事業部門別 

第11期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

前年同期比 (％) 

店舗運営事業部門（千円） 2,140,534 98.3 

  牛角事業（千円） 680,555 70.6 

  とりでん事業（千円） 506,108 76.0 

  吾平事業（千円） 62,493 44.6 

  バーグキッチン事業（千円） 40,048 46.3 

  土間土間事業（千円） 119,881 95.4 

  おだいどこ事業（千円） 551,284 570.6 

  ぱすたんぱすた事業（千円） 119,172 ― 

  その他事業（千円） 60,989 61.6 

フランチャイズ本部事業部門（千円） 2,220,699 79.6 

  加盟金収入（千円） 220,434 98.3 

  ロイヤリティ収入（千円） 1,375,594 86.5 

  フランチャイズ設備収入（千円） 25,629 10.8 

  物流商品事業（千円） 486,239 94.5 

  その他収入（千円） 112,801 50.3 

ソリューション事業部門（千円） 730,574 52.3 

  転貸店舗事業（千円） 504,519 48.3 

  その他収入（千円） 226,054 64.3 

合計（千円） 5,091,807 80.0 



３【対処すべき課題】 

今後の経済環境は、積極的な個人消費増加の兆候が見られるなど、引き続き景気回復傾向を持続するものと思わ

れますが、外食業界については、特別減税の廃止による家計の不安や原油価格高騰による物価上昇の懸念などの不

安要素もぬぐえないことなどから、本格的な回復を見込むまでには至らない状況にあると思われます。市場規模も

縮小していくなかで、価格競争、出店競争などが一層激化すると考えられます。そのような状況を踏まえ、当社は

下記の事項を課題とし、対処してまいります。 
  

(1) 既存店業績の回復 

店舗数の大半を占める「牛角」「とりでん」の業績回復に注力し、出店促進につなげてまいります。そのため

には、以下のことに注力いたします。 

①食材の安定確保と高い商品力をもったメニューの開発 

②スーパーバイジング機能の強化 
  

(2) 機能的な組織の構築 

依然として厳しい外食企業を取り巻く環境に対処していくために、様々な経営課題に対して、迅速かつ効果的

に対処していくことが求められます。その実現のために以下のことに取り組みます。 

①質の高い人材の採用と戦力化のための教育 

②迅速かつ最適な意思決定 

③ナレッジマネジメントの活用 
  

(3) 強固な収益構造の確立 

早期に業績を改善し、企業価値、株主価値を高めていくための収益構造の強化を図る必要があります。そのた

めに特に以下のことに注力します。 

①店舗収益を確保するための原価管理、人件費管理の見直し 

②収益改善効果を見込むための店舗の改装、改修 

③全社的なコストの見直し 
 



４【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月30日)現在において当社が判断したも

のであります。 
  

(1) 経済状況 

当社の営業収入のうち、重要な部分を占める飲食店舗の需要は、当社が直営店及び加盟店を出店している地域

の経済状況あるいは食文化の影響を受けます。顧客にとって当社飲食店舗において飲食することは、必要不可欠

なことであるとは言えません。同様に当社の保有する飲食ブランドへの加盟の需要は、市場における経済状況の

影響を受けます。従いまして、日本全国の主要市場における景気後退及びそれに伴う需要の縮小は、当社の業績

及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社の事業は、競合他社が資材調達あるいは出店展開する地域の経済状況から間接的に影響を受ける場

合があります。例えば、競合他社がより低廉な資材調達をした場合、当社と同種の商品より低価格での商品提供

できることになり、その結果、当社の売上が悪影響を受ける可能性があります。更に、原材料を製造する地域の

現地通貨が下落した場合、当社のみならず他のメーカーでも、製造原価が下がる可能性があります。このような

傾向により、価格競争が熾烈化し、いずれも当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性が生じることになり

ます。 
  

(2) 新商品、新ブランド開発力 

当社は、既存の主力ブランドのほかに「おだいどこ」をはじめとする新ブランドの市場投入をしております。

当社は、既存ブランドの新商品と今後市場投入する新規ブランドによる収入が、引き続き当社収入のかなりの部

分を占めると考えており、将来の成長は主にこれらの開発とブラッシュアップに依存すると予想しております。 

当社は継続して斬新で魅力ある新商品、新ブランドを開発できると考えておりますが、当社が属する業界は、

多様化する顧客ニーズをいち早くキャッチし、これを反映した訴求力のある商品並びにサービスを提供していく

という、急速な変化により特徴付けられております。新商品並びに新ブランドの開発と投入のプロセスは、その

性質から複雑かつ不確実なものであり、以下をはじめとする様々なリスクが含まれます。 

①新商品や新ブランドへの投資に必要な資金と資源を今後十分充当できる保証はありません。 

②長期的な投資と大量の資源投入が、成功する新商品又は新ブランドの創造へつながる保証はありません。 

③当社が市場からの支持を獲得できる新商品又は新ブランドを正確に予想できるとは限らず、またこれらの市場

投入が成功する保証はありません。 

④新たに開発した商品あるいはブランドが、独自の知的財産権として保護される保証はありません。 

⑤消費者の嗜好の変化により、当社商品あるいはブランドが時代のニーズに合わなくなる可能性があります。 

⑥現在開発中の新商品あるいは新ブランドの商品化遅れにより、市場の需要について行けなくなる可能性があり

ます。 

上記のリスクをはじめとして、当社が業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新商品あるいは新ブラ

ンドを開発できない場合には、将来の成長と収益性を低下させ、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 
  

(3) 価格競争 

新業態あるいは新商品の開発には多額の費用が掛かりますが、競合する模倣者はこのような費用を負担してお

りません。激化する価格低減競争の環境下で、当社は低コスト・低予算の競合先に対して市場シェアを維持もし

くは拡大し、収益性を保つことができない可能性があります。 
  

(4) 海外における資材の調達に潜在するリスク 

当社の食材調達の大部分は、業務提携先が事業展開をする米国、オーストラリア、ヨーロッパ並びにアジアの

発展途上市場や新興市場等の日本国外でも行われております。これらの海外市場における資材調達には以下に掲

げるようないくつかのリスクが内在しております。 

①不測の事態による資材の調達不能あるいは調達不足 

②予期しない法律又は規制の制定あるいは変更 

③不利な政治又は経済要因 

④人材の採用と確保の難しさ 

⑤未整備の技術インフラが、現地における製造等の活動に悪影響を及ぼし、当社の提供商品やサービスに対する

顧客の支持を低下させる可能性 

⑥参入障壁となる不公平税制の影響 

⑦テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱 

⑧異常気象、疫病等の要因による生産量の低下あるいは禁輸措置 

当社及び業務提携先はコスト削減及び安定的資材調達のために、海外市場での取引及び事業展開をしておりま

すが、現地における政治又は法環境の変化、労働力の不足、ストライキ、経済状況の変化など、予期せぬ事象に

より生産設備の管理やその他の事業の遂行に問題が生じる可能性があります。更に、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）を



はじめとする食材の禁輸措置による著しい調達不能状態や、ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）の蔓延に代表

される伝染病による渡航制限あるいは現地従業員の出張禁止に伴う生産の遅れ、部品調達や工場操業が困難にな

るなどの問題が発生する可能性があります。従いまして、これらの事象は業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能

性があります。 
  

(5) 特定企業の業績への依存 

当社のエリアフランチャイズ事業は、提供する製品の企画あるいはサービスをフランチャイズ本部指示に基づ

きこれを行わなければならず、これらにより市場に確立されるブランドイメージはその顧客企業の業績や当社が

管理できない要因により大きな影響を受けます。また、フランチャイズ本部の業績不振、予期しない契約の打ち

切りは、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
  

(6) キーパーソンの確保や育成 

当社の将来の成長と成功は有能な店長やキーパーソンに大きく依存するため、スキルの高い店長やその他のキ

ーパーソンの新たな確保と育成は当社の成功には重要であり、キーパーソンを確保又は育成できなかった場合に

は、当社の将来の成長、業績及び財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

一方、経験を持つ有能な店長あるいは社員の積極的な採用は、採用コストと人件費を時には大きく押し上げる

可能性があります。また、既存従業員の継続的な再研修はコストの増加を伴う可能性がありますが、高水準の技

術革新と進歩を維持するために必要となる可能性があります。これらのコストの増加は当社の業績と財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。 
  

(7) 知的財産保護の限界 

当社は他社商品あるいは業態（ブランド）と差別化できる技術とノウハウを蓄積してまいりましたが、このよ

うな当社の知的財産である当社独自の業態、技術及びノウハウの一部を第三者が利用して類似した製品を製造し

たり、類似した業態の店舗営業をするのを効果的に防止できない可能性があります。また、他社が類似するもし

くは当社より優れている商品やサービスを開発したり、当社のノウハウや企業秘密を模倣又は解析調査すること

を防止できない可能性があります。更に、当社の現在あるいは将来の商品又は技術、業態（ブランド）は、将来

的に他社の知的財産権を侵害しているとされる可能性があります。 
  

(8) 食中毒及び製造物責任を問われる可能性 

当社は統一的マニュアルに従い、衛生等の品質管理基準に従って各種の製品を製造又は加工並びに商品の提供

とサービスをしております。しかし、全ての製品、商品又はサービスについて欠陥が無く、将来に食中毒あるい

はクレームや事故が発生しないという保証はありません。このようなリスクに対して補償を受けられる保険に加

入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。更に、

引き続き当社がこのような保険に許容できる条件で加入できるとは限りません。大規模な食中毒発生や製造物責

任賠償につながるような製品・商品の欠陥は、多額のコストや当社の評価に重大な影響を与え、それにより売上

が低下し、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 
 



(9) 他社との提携等の成否 

当社はフランチャイズ本部としての業務範囲拡張のため、コラボレーション、提携やその他の形で多くの他社

と共同での活動を行っております。当社は引き続きこのような機会を前向きに活用する予定であります。しか

し、経営、財務又はその他の理由により当事者間で不一致が生じた場合、効果的な開発による結果を享受でき

ず、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 
  
(10) 公的規制 

当社は、日本及び当社取引先の事業展開する各国において、事業・投資の許可、関税をはじめとするその他の

輸出入に関する規制等、様々な政府規制の適用を受けております。また、通商、独占禁止、特許、消費者、租

税、為替管理、環境・リサイクル関連の法規制の適用も受けております。これらの規制は、当社及び当社取引先

のコストの増加につながる可能性があります。従いまして、これらの規制は当社の業績と財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 
  

(11) 災害や停電等による影響 

当社は人的災害に対する潜在的なマイナス影響を最小化するために、全ての直営店並びに加盟店の設備におけ

る定期的な災害防止検査と設備点検を行っております。しかし、災害、停電又はその他の当社のコントロールで

きない人災、天災による影響を完全に防止又は軽減できる保証はありません。例えば当社が「牛角」のエリアフ

ランチャイズ権を持つ東海地区において、大規模な地震やその他商品提供を困難にする事態が生じたり、顧客が

外食を避ける伝染病等の事象が発生した場合、当該エリアの収益は著しく低下する可能性があります。 
  

(12) 訴訟提起あるいは確定判決による影響 

当社は営利を目的として事業を為す法人として、加盟店をはじめ、取引先及びエンドユーザーとの間に、直接

的あるいは間接的に法律関係を確立しております。他方、経済活動を為す法人として意図しない第三者との間に

何らかの法律関係が成立したり、法律関係を認められる場合があります。取引の相手方との法律関係は、常に

Win-Winの関係を目指しておりますが、ときに利害関係が衝突し取引の相手方からあるいは不測の第三者から訴訟

を提起される可能性があります。このような提訴事件及び訴訟における確定判決について、当社の業績と財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 



５【経営上の重要な契約等】 

(1) 当社がフランチャイズ本部と締結している契約 

当社はフランチャイズ本部と次のとおりエリアフランチャイズに関する契約を締結しております。 

 

相手先名称 契約内容 契約期間 

㈱レインズインターナショナル 

炭火焼肉酒家「牛角」 

エリアフランチャイズ 

（東北） 

平成10年11月30日から 

平成24年10月11日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに契

約更新を希望するか否かを通知し、契約期

間の１ヶ月前までに本部の本社へ赴き、本

部・地区本部協議の上、更に５年間更新す

ることができ、その後もこの例とする。 

炭火焼肉酒家「牛角」 

エリアフランチャイズ 

（北関東） 

平成11年５月31日から 

平成24年10月11日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに契

約更新を希望するか否かを通知し、契約期

間の１ヶ月前までに本部の本社へ赴き、本

部・地区本部協議の上、更に５年間更新す

ることができ、その後もこの例とする。 

炭火焼肉酒家「牛角」 

エリアフランチャイズ 

（北陸） 

平成11年５月31日から 

平成24年10月11日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに契

約更新を希望するか否かを通知し、契約期

間の１ヶ月前までに本部の本社へ赴き、本

部・地区本部協議の上、更に５年間更新す

ることができ、その後もこの例とする。 

炭火焼肉酒家「牛角」 

エリアフランチャイズ 

（東海） 

平成10年11月26日から 

平成24年10月11日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに契

約更新を希望するか否かを通知し、契約期

間の１ヶ月前までに本部の本社へ赴き、本

部・地区本部協議の上、更に５年間更新す

ることができ、その後もこの例とする。 

炭火焼肉酒家「牛角」 

エリアフランチャイズ 

（関西） 

平成10年10月22日から 

平成24年10月11日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに契

約更新を希望するか否かを通知し、契約期

間の１ヶ月前までに本部の本社へ赴き、本

部・地区本部協議の上、更に５年間更新す

ることができ、その後もこの例とする。 

炭火焼肉酒家「牛角」 

エリアフランチャイズ 

（九州） 

平成10年11月27日から 

平成24年10月11日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに契

約更新を希望するか否かを通知し、契約期

間の１ヶ月前までに本部の本社へ赴き、本

部・地区本部協議の上、更に５年間更新す

ることができ、その後もこの例とする。 



  

 （注）㈱レインズインターナショナルとの炭火焼肉酒家「牛角」エリアフランチャイズの契約につきましては、契約満了時期を迎え

た契約に合わせて、上記のとおり各エリアの契約も同時更新しております。 

  
  

(2) 当社がフランチャイズ本部として締結している契約 

当社はフランチャイズ本部として次のとおりエリアフランチャイズに関する契約を締結しております。 

 （注）㈱クラークは平成18年４月18日付けで、㈱ケイモンドファクトリーへと社名を変更しております。 
  

(3) 当社が直営店施設の利用に関して締結している契約 

店舗営業の移行に関する㈱クラーク（現：㈱ケイモンドファクトリー）との契約は、平成18年１月31日付けで

解除されております。 
 

相手先名称 契約内容 契約期間 

㈱レインズインターナショナル 

釜飯と串焼「とりでん」 

エリアフランチャイズ 

（関西・東北・北関東・東海・北

陸・中国・四国・九州・沖縄） 

平成12年９月29日から 

平成19年９月28日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに相

互に何等の意思表示しない場合は、５年間

自動継続されるものとし、その後も同様と

する。 

相手先名称 契約内容 契約期間 

㈱クラーク 

「バーグキッチン」 

エリアフランチャイズ 

（北海道・東北） 

平成16年３月31日から 

平成23年３月31日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに相

互に何等の意思表示しない場合は、３年間

自動継続されるものとし、その後も同様と

する。 

㈱ジー・コミュニケーション 

「おだいどこ」 

エリアフランチャイズ 

（東海） 

平成17年３月１日から 

平成24年２月末日まで 

但し、契約期間終了の３ヶ月前までに相

互に何等の意思表示しない場合は、３年間

自動継続されるものとし、その後も同様と

する。 



６【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 
  
  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 業績について 

①売上高 

売上高は5,091百万円（前事業年度6,365百万円）となりました。 

直営店舗数が減少したことや新規居酒屋業態「おだいどこ」の新規出店が計画を下回ったことが減収要因と

なったものの、「おだいどこ」の新店の売上実績が計画を上回ったため、店舗運営事業はほぼ前年並みとなり

ました。 

フランチャイズ本部事業については、新規出店が７店舗にとどまったことや、閉店・譲渡により店舗数が39

店舗減少したことなどからフランチャイズ加盟店からのロイヤリティ収入が1,375百万円（前事業年度1,590百

万円）となりました。新規フランチャイズ加盟契約の獲得は、新規居酒屋業態「おだいどこ」の加盟促進を中

心に活動した結果、計54件の新規契約を獲得し、加盟金収入は220百万円（前事業年度224百万円）となりまし

た。 

ソリューション事業については、フランチャイズ加盟店に対してＷＥＢマーケティングシステムを活用した

販売促進のコンサルティング事業の売上は191百万円（前事業年度218百万円）となりましたが、店舗転貸事業

において転貸先企業の業務停止により、転貸店舗を閉鎖したため、ソリューション事業全体の売上は730百万円

（前事業年度1,396百万円）となりました。 

②販売費及び一般管理費 

販管費については2,920百万円となりました。 

当事業年度末直営店舗数は26店舗（前事業年度末直営店舗数31店舗）となりましたが、新規居酒屋業態「お

だいどこ」の出店にともない、人員採用を積極的に行ったこともあり、ほぼ前事業年度並み（前事業年度実績

2,914百万円）となりました。 

③営業利益 

売上高は減少したことに対して、販管費がほぼ前年並みとなったことで営業利益は△380百万円（前事業年度

実績269百万円）となりました。 

④経常利益 

経常利益は△495百万円となり、前事業年度実績206百万円に対して減益となりました。営業外費用としては

新株予約権の発行に係る費用13百万円を計上しております。 

⑤特別損益 

特別損失として、2,805百万円を計上しました。主として、店舗転貸契約解除にともなう貸倒引当金280百万

円、直営店及び転貸店舗閉鎖にともなう減損損失1,920百万円、賃貸物件解約及びそれにともなう解体費用376

百万円です。 
  

(2) 流動性及び資金の源泉について 

キャッシュ・フローについて 

当事業年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首資金残高に比べて1,204百万円増加し、当

事業年度末には1,634百万円（前年同期比280.3％増）となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、49百万円（前期

は521百万円の獲得）となりました。これは、主に資金使用を伴わない減価償却費及び償却額の計上によるもので

す。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、401百万円（前期

は425百万円の使用）となりました。これは、主に有形固定資産の取得及び敷金・保証金の支払並びにエリアフラ

ンチャイズ権購入のための支払によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度において財務活動の結果得られた資金は、1,557百万円（前

期は58百万円の獲得）となりました。これは、主に新株予約権の権利行使によるものです。 

  



第３【設備の状況】 

消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の金額には、消費税等は含まれておりませ

ん。 
  

１【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資におきましては、新規出店３店舗及び業態変更による出店４店舗を行いました。この結

果、設備投資の総額は183,258千円であります。 

また、直営店舗の閉鎖(13店舗)に伴う設備の売却及び減損した店舗の閉店に伴う設備の除却があります。 
  
  

２【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在における主要な設備及び従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

(1) 事業の種類別内訳 

 （注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

    ２．ソリューション部には、貸与中の建物88,467千円及び工具器具備品376千円を含んでおります。 

    ３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

(注) 表中の年間リース料の金額は、平成17年４月１日から平成18年３月31日までの取引金額を記載しております。 

 

事業所名 

（主な所在地） 

事業部門 

別の名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円） 
従業員数（人） 

外[臨時雇用者] 建物 構築物 
機械及 

び装置 

車両 

運搬具 

工具器 

具備品 
合計 

牛角事業 

（宮城県仙台市 他） 
店舗運営本部 店舗内装設備等 82,130 ― 6,690 ― 3,003 91,824 

7 

[161]

とりでん事業 

（群馬県館林市 他） 
店舗運営本部 店舗内装設備等 16,651 ― ― ― 27 16,679 

3 

[97]

おだいどこ事業 

（東京都目黒区 他） 
店舗運営本部 店舗内装設備等 106,989 3,341 ― ― 19,822 130,153 

15 

[173]

ぱすたんぱすた事業 

（栃木県宇都宮市 他） 
店舗運営本部 店舗内装設備等 23,296 199 497 ― 2,690 26,684 

2 

[55]

土間土間事業 

（宮城県仙台市） 
店舗運営本部 店舗内装設備等 16,949 ― ― ― 719 17,668 

1 

[25]

とり鉄事業 

（兵庫県神戸市） 
店舗運営本部 店舗内装設備等 ― ― ― ― ― ― 

1 

[15]

東京本社他 

（東京都港区 他） 
ソリューショ
ン部 店舗内装設備等 88,738 ― ― ― 3,019 91,758 

6 

[137]

本社管理部他 

（東京都港区 他） 
管理部門等 事務用備品等 33,823 ― ― ― 12,559 46,382 

76 

[4]

名称 リース期間 年間リース料（千円） リース契約残高（千円） 

店舗 厨房設備等 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
60ヶ月 382,063 364,107 



(2) 店舗設備状況 

平成18年３月31日現在における店舗所在地、開店年月日、客席数は次のとおりであります。 

  
  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 
  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

店舗名 所在地 開店年月日 
客席数 

（席） 

牛角 中山台店 宮城県仙台市青葉区中山台2-27 平成14年６月19日 60 

牛角 泉中央店 宮城県仙台市泉区泉中央1-22-1 平成15年１月21日 58 

牛角 富谷ジャスコ店 宮城県黒川郡富谷町富谷字大清水上33街区1画地 平成15年３月21日 68 

牛角 越谷店 埼玉県越谷市花田1-12-1 平成11年12月13日 74 

牛角 曽根店 大阪府豊中市曽根東町1-11-44 平成12年９月25日 64 

牛角 藤井寺店 大阪府藤井寺市岡2-12-9 平成12年10月12日 52 

牛角 奈良林小路店 奈良県奈良市林小路町41 平成12年11月30日 52 

牛角 垂水店 兵庫県神戸市垂水区神田町4-30 平成13年６月18日 60 

牛角 千里丘店 大阪府摂津市千里丘2-13-21 平成17年１月１日 58 

牛角 今里店 大阪府大阪市東成区大今里南1-2-8 平成17年12月28日 76 

とりでん 館林店 群馬県館林市本町3-8-18 平成15年５月12日 118 

とりでん 金沢玉鉾店 石川県金沢市玉鉾1-324 平成18年１月15日 66 

とりでん 春日井市民病院前

店 
愛知県春日井市西山町2-1-8 平成18年３月１日 58 

とりでん 堺栂店 大阪府堺市栂428 平成14年５月７日 64 

とりでん 真美が丘店 奈良県香芝市真美が丘5-2-1 平成14年７月４日 68 

おだいどこ 自由が丘店 東京都目黒区自由が丘2-11-12 平成17年２月４日 124 

おだいどこ 八王子北口五番

街通店 
東京都八王子市東町10-4 平成17年８月22日 108 

おだいどこ 渋谷店 東京都渋谷区道玄坂2-25-14 平成17年10月８日 143 

おだいどこ 天王寺店 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋1-1-61 平成16年６月16日 70 

おだいどこ 和歌山向店 和歌山県和歌山市向201-1 平成17年10月13日 100 

おだいどこ 神戸三宮店 兵庫県神戸市中央区北長狭通1-9-1 平成17年11月３日 132 

ぱすたんぱすた 小山犬塚店 栃木県小山市犬塚4-1-1 平成17年６月３日 64 

ぱすたんぱすた 宇都宮鶴田

店 
栃木県宇都宮市鶴田町2967-4 平成17年７月27日 70 

ぱすたんぱすた 枚方茄子作

店 
大阪府枚方市茄子作2-33-10 平成17年９月30日 58 

土間土間 仙台一番町店 宮城県仙台市青葉区一番町4-2-12 平成14年12月10日 75 

とり鉄 神戸三宮店 兵庫県神戸市中央区中山手通1-16-12 平成17年７月１日 55 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成18年３月17日開催の臨時株主総会において定款の一部変更が決議され、会社が発行する株式の総数は同日より58,700株増

加し、256,444株となっております。 
  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使（旧商法に基づ

き発行された新株予約権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

  普通株式 256,444 

計 256,444 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 

（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 

（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又 

は登録証券業協会名 
内容 

普通株式 103,423.67 103,423.67 
㈱大阪証券取引所 

（ヘラクレス市場） 
― 

計 103,423.67 103,423.67 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年６月27日定時株主総会決議 

 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 500 480 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 500 480 

新株予約権の行使時の払込金額 １個当たり  94,668円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日から 

平成19年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   94,668円 

資本組入額  47,334円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者

は、当社又は当社の関連会社の

取締役もしくは従業員たる地位

にあることを要する。但し、当

社又は当社の関連会社の取締役

を任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な理由

がある場合はこの限りではな

い。 

(2) 新株予約権の質入れその他一

切の処分は認めない。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がこれを行使できる

ものとする。但し、(4) に規定

する「新株予約権割当契約」に

定める条件による。 

(4) その他の条件は、本総会及び

新株予約権発行決議の取締役会

決議に基づき、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 



②平成15年６月26日定時株主総会決議 

 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 882 862 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 882 862 

新株予約権の行使時の払込金額 １個当たり  62,872円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成20年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   62,872円 

資本組入額  31,436円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者

は、当社又は当社の関連会社の

取締役もしくは従業員たる地位

にあることを要する。但し、当

社又は当社の関連会社の取締役

を任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な理由

がある場合はこの限りではな

い。 

(2) 新株予約権の質入れその他一

切の処分は認めない。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がこれを行使できる

ものとする。但し、(4) に規定

する「新株予約権割当契約」に

定める条件による。 

(4) その他の条件は、本総会及び

新株予約権発行決議の取締役会

決議に基づき、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 



③平成16年６月24日定時株主総会決議 

 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 (個) 2,000 2,000 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 2,000 2,000 

新株予約権の行使時の払込金額 １個当たり  64,044円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から 

平成21年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   64,044円 

資本組入額  32,022円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、当

社の取締役もしくは従業員の地

位にあることを要する。但し、

当社の取締役を任期満了により

退任した場合、定年退職その他

正当な理由のある場合はこの限

りではない。 

(2) 新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分は認めない。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がこれを行使できる

ものとする。但し、(4) に規定

する「新株予約権割当契約」に

定める条件による。 

(4) その他の条件は、本総会及び

新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 



④平成17年６月23日定時株主総会決議 

 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 (個) ― 2,000 

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) ― 2,000 

新株予約権の行使時の払込金額 ― １個当たり  57,879円 

新株予約権の行使期間 ― 
平成19年７月１日から 

平成22年６月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 
― 

発行価格   57,879円 

資本組入額  28,939円 

新株予約権の行使の条件 ― 

(1) 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、当

社の取締役もしくは従業員の地

位にあることを要す。但し、当

社の取締役を任期満了により退

任した場合、定年退職その他正

当な理由のある場合はこの限り

ではない。 

(2) 新株予約権の譲渡、質入れそ

の他一切の処分は認めない。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がこれを行使できる

ものとする。但し、(4) に規定

する「新株予約権割当契約」に

定める条件による。 

(4) その他の条件は、本総会及び

新株予約権発行の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 



⑤平成18年１月５日取締役会決議 

 （注）１．新株予約権の目的たる株式の総数は44,250株とする。新株予約権１個の目的たる株式の数は177株とする。但し、新株予

約権１個の目的たる株式の数が調整される場合には、新株予約権の目的たる株式の総数は調整後株式数に新株予約権の総

数を乗じた数に調整されるものとする。 

    (1) 当社が（注）２．の規定に従って行使価額の修正または調整を行う場合には、新株予約権１個の目的たる株式の数は次

の算式により調整されるものとする。 

      上記算式における修正／調整前行使価額及び修正／調整後行使価額は、（注）２．に基づき修正または調整される前の

行使価額及び当該修正または調整後の行使価額とする。 

    (2) 前号の調整は当該時点において行使されていない新株予約権１個の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株の100分の１未満の端数（当社が単元株式数についての定款の規定を設けた場合には、１株未満の端数）は切

り捨てるものとする。 

    (3) 調整後株式数の適用日は、当該修正／調整事由にかかる（注）２．による行使価額の修正または行使価額の調整に関

し、修正／調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

    (4) 新株予約権の目的たる株式の数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨及びその事由、調整前株式

数、調整後株式数及びその適用の日その他必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権者に通知する。但

し、株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以後すみやかにこ

れを行う。 

    ２．新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行またはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転する株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）は、当初56,249円とする。新株予約権１個の行使に際して払込をな

すべき額は、行使価額に新株予約権１個の目的たる株式の数を乗じた額とする。但し、下記(1)または(2)により修正また

は調整されることがある。 

    (1) 行使価額の修正 

      行使期間において、行使価額は、発行日以降行使請求日の前日まで（同日を含む。）の期間に属するいずれかの５連続

取引日（但し、終値のない日は除く。また、当該期間に属する５連続取引日がない場合には、当該期間に属する全ての

取引日とする。）の大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値の

92％に相当する金額（１円未満を切り捨てる。）のうち、最も低い金額に修正されるものとする。但し、かかる金額が

56,249円（下記(2)により行使価額が調整される場合、行使価額と同時に、同じ割合で調整される。）（以下いずれも

「上限行使価額」という。）を上回る場合には、行使価額は上限行使価額に修正されるものとし、28,125円（下記(2)に

より行使価額が調整される場合、行使価額と同時に、同じ割合で調整される。）（以下いずれも「下限行使価額」とい

う。）を下回る場合には、行使価額は下限行使価額に修正されるものとする。修正後行使価額は、行使請求を行う日以

降これを適用する。 
 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 (個) 68 68 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) （注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年１月24日から 

平成20年１月23日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   56,305.50円 

資本組入額  28,153円 

但し、（注）２ により修正または

調整されることがある。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権は、その全部または一

部につき行使できるものとする。

但し、１個の新株予約権の一部に

つき行使することはできないもの

とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし。 同左 

 調整後株式数 ＝ 
調整前株式数×１株当たり修正／調整前行使価額 

１株当たり修正／調整後行使価額 



    (2) 行使価額の調整 

      ①当社は、新株予約権の発行後、下記②に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる

可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。 

  

      ②行使価額調整式により新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次

に定めるところによる。 

       ａ下記③ｂに定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって普通株式を新たに発行または当社の有する当社普

通株式を処分する場合（但し、当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場合を除く。）。

調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを

適用する。 

       ｂ株式分割により普通株式を発行する場合。 

        調整後の行使価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組

入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該

配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための株主割当日とする場合に

は、調整後の行使価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用

する。なお、上記但し書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れ

の決議をした株主総会の終結の日までに行使請求をなした者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交

付する。 

        この場合に１株の100分の１未満の端数（当社が単元株式数についての定款の規定を設けた場合には、１株未満の端

数）を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

       ｃ下記③ｂに定める時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証券または転換できる証券を発行する場

合。 

        調整後の行使価額は、発行される証券の全てが当初の転換価額で転換されたものとみなして行使価額調整式を準用

して算出するものとし、払込期日の翌日以降これを適用する。但し、その証券の募集のための株主割当日がある場

合は、その日の翌日以降これを適用する。 

       ｄ当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）の行使によ

り発行される新株１株当たりの発行価額（旧商法第280条ノ20第４項または第341条ノ15第５項に規定される。）

が、下記③ｂに定める時価を下回ることになる新株予約権を発行する場合。 

        調整後の行使価額は、発行される新株予約権の全てが当初の行使価額で行使されたものとみなして行使価額調整式

を準用して算出するものとし、払込期日（無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用する。但し、

その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

      ③ａ行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

       ｂ行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（但し、上記②ｂ但し書の場合は株主割当日）

に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の大阪証券取引所における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。 

        この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。 

       ｃ行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場合は、調

整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する

当社普通株式数を控除した数とする。 

      ④上記②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

       ａ株式の併合、資本の減少、旧商法第373条に定められた新設分割、旧商法374条ノ16に定められた吸収分割、株式交

換、株式移転または合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

       ｂその他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。 

       ｃ行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用

すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

      ⑤上記①ないし④により行使価額の調整を行うときは、当社は、その旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使

価額及びその適用の日その他必要な事項を各事項の確定後直ちに書面により新株予約権原簿に記載された各新株予約

権者に通知する。但し、②ｂ但し書に示される株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことが

できないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

 

  

  調整後行使価額＝調整前行使価額× 

既発行

株式数
＋
新発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額

１株当たり時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

  

 株式数＝ 

（調整前行使価額－調整後行使価額） × 
調整前行使価額により当該 

期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

       発行株数                1,000株 

       発行価格               425,000円 

       資本組入額              212,500円 

       払込金総額             651,000千円 

    ２．１株につき５株の株式分割 

    ３．有償第三者割当             10,538株 

       発行価格               47,450円 

       資本組入額              23,725円 

       主な割当先：㈱千代田物産 

    ４．新株予約権付社債の権利行使による増加 3,848.15株 

       行使総額              220,000千円 

       資本組入総額            110,000千円 

    ５．新株予約権付社債の権利行使による増加 14,675.52株 

       行使総額              780,000千円 

       資本組入総額            390,000千円 

    ６．新株予約権の権利行使による増加     39,312株 

       発行価格               46,138円 

       資本組入総額            906,894千円 

       割当先：㈲ジュピターインベストメント、㈲エンプレオ 

    ７．平成18年６月29日開催の定時株主総会において、資本準備金を2,095,408千円減少し、欠損てん補することを決議してお

ります。 

  

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 

発行済株式総 

数残高（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増 

減額（千円） 

資本準備金残 

高（千円） 

平成13年11月22日 

（注）１ 
1,000 7,010 212,500 513,000 438,500 438,500 

平成14年５月20日 

（注）２ 
28,040 35,050 ― 513,000 ― 438,500 

平成15年８月26日 

（注）３ 
10,538 45,588 250,014 763,014 250,014 688,514 

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 
（注）４ 

3,848.15 49,436.15 110,000 873,014 110,000 798,514 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
（注）５,６ 

53,987.52 103,423.67 1,296,894 2,169,908 1,296,894 2,095,408 



(4) 【所有者別状況】 

 （注）自己株式24.67株は、「個人その他」に24株及び「端株の状況」に0.67株を含めて記載しております。 
  

(5) 【大株主の状況】 

 （注）１．前事業年度末現在主要株主であった㈱タスコシステム、㈱千代田物産及び加藤義和㈱は、当事業年度末では主要株主では

なくなりました。 

    ２．前事業年度末現在主要株主ではなかった㈲ジュピターインベストメント及び㈲ネモフィラは、当事業年度末では主要株主

になっております。 

 

平成18年３月31日現在 

区分 

株式の状況 

端株の状況 

(株) 
政府及び

地方公共

団体 

金融機関 証券会社 
その他 

の法人 

外国法人等 個 人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
― 2 9 29 4 5 7,142 7,191 ― 

所有株式数 

（株） 
― 1,493 543 69,419 363 25 31,580 103,423 0.67 

所有株式数 

の割合(％) 
― 1.44 0.53 67.12 0.35 0.03 30.53 100.0 ― 

平成18年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

㈲ジュピターインベストメント 東京都渋谷区渋谷２丁目15－１ 46,230 44.70 

㈲ネモフィラ 東京都千代田区内幸町１丁目１－１ 15,538 15.02 

㈲エンプレオ 愛知県名古屋市千種区星が丘元町15番14号 6,048 5.85 

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 1,404 1.36 

㈱レックス・ホールディングス 東京都港区六本木１丁目８－７ 1,350 1.31 

加登 隆三 大阪府豊中市 890 0.86 

小池 邦彦 東京都世田谷区 510 0.49 

ＳＭＢＣフレンド証券㈱ 東京都中央区日本橋兜町７－12 440 0.43 

土屋 晃 東京都港区 300 0.29 

白石 千倉 埼玉県和光市 189 0.18 

計 ― 72,899 70.49 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等）   ― ― ― 

議決権制限株式（その他）   ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等）   24 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 103,399 103,399 ― 

端株   0.67 ― ― 

発行済株式総数   103,423.67 ― ― 

総株主の議決権   ― 103,399 ― 

平成18年３月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数 

に対する所有株 

式数の割合(％) 

㈱プライム・リンク 東京都港区海岸一丁目16番１号 24 ― 24 0.02

計 ― 24 ― 24 0.02



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

並びに会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。当

該制度の内容は以下のとおりであります。 
  

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以外の者に対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成14年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における㈱大阪証券取引所における当社株式普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その価額が新株予約権発行の日の

終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値をもって払込金

額とする。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

      また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役及び従業員 

関連会社取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

  

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋
新規発行株式×１株当たり払込金額 

新株発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（平成15年６月26日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以外の者に対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成15年６月26日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における㈱大阪証券取引所における当社株式普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その価額が新株予約権発行の日の

終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

      また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

（平成16年６月24日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以外の者に対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成16年６月24日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における㈱大阪証券取引所における当社株式普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その価額が新株予約権発行の日の

終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

      また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 

決議年月日 平成15年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

  

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋
新規発行株式×１株当たり払込金額 

新株発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

決議年月日 平成16年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

  

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋
新規発行株式×１株当たり払込金額 

新株発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（平成17年６月23日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以外の者に対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成17年６月23日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における㈱大阪証券取引所における当社株式普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その価額が新株予約権発行の日の

終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。 

    ２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

      また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
 

決議年月日 平成17年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

  

 調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋
新規発行株式×１株当たり払込金額 

新株発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（平成18年６月29日定時株主総会決議） 

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役に対して特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを、平成18年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整

は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割（併合）の比率 

    ２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの出資される財産の価額（以下「払

込金額」という。）に目的株式数を乗じた金額とする。払込金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が

成立しない日を除く。）における大阪証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１

円未満の端数は切り上げる。但し、その価額が新株予約権発行の日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日

の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。 

      なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

      また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
800株を１年間の上限とする 

（注）１ 

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい

ても、当社の取締役の地位にあることを要する。但

し、当社の取締役を任期満了によりもしくは法令変更

に伴い退任した場合はこの限りではない。 

(2) 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行

使できるものとする。但し、(4) に規定する「新株予

約権割当契約」に定める条件による。 

(4) その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

  調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

  

  調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式×１株当たり払込金額 

新株発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（平成18年６月29日定時株主総会決議） 

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社従業員に対して特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを、平成18年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整

は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割（併合）の比率 

    ２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの出資される財産の価額（以下「払

込金額」という。）に目的株式数を乗じた金額とする。払込金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が

成立しない日を除く。）における大阪証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１

円未満の端数は切り上げる。但し、その価額が新株予約権発行の日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日

の終値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。 

      なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

      また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
1,200株を上限とする 

（注）１ 

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい

ても、当社の従業員の地位にあることを要する。但

し、定年退職その他正当な理由がある場合はこの限り

ではない。 

(2) 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行

使できるものとする。但し、(4) に規定する「新株予

約権割当契約」に定める条件による。 

(4) その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

  調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率 

  

  調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式×１株当たり払込金額 

新株発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 
  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

なお、「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することが

できる。」旨を定款に定めております。 
  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 
  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 
  
  

３【配当政策】 

当社は、経営基盤の強化を図ると共に、経営環境や業績などを考慮して可能な限り安定的な配当水準を維持する

ことを、配当政策の基本としています。 

当期は、特別損失を計上し、未処理損失があることから、誠に遺憾ながら、配当については無配とさせていただ

くこととしました。 

次期以降につきましては、未処理損失の解消を最優先事項とし、収益構造の再構築に取り組み、早期の復配を目

指してまいります。 
  
  

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成14年12月15日までは㈱大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場におけるものであり、平成14年

12月16日からは㈱大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

    ２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 
  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 
3,000,000 

□430,000 
399,000 110,000 73,700 95,500 

最低（円） 
1,450,000 

□375,000 
33,000 37,500 53,600 44,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 74,300 71,500 64,500 66,000 61,100 59,000 

最低（円） 58,500 60,400 59,000 56,400 44,000 51,200 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（株） 

代表取締役

社長 
  山口 伸昭 昭和22年10月13日 

昭和45年４月 ㈱ダイエー 入社 

100 

昭和53年８月 同社 商品第２本部ミート課チーフバ

イヤー 

昭和61年５月 ㈱ビクトリアステーションジャパン 

常務取締役 出向 

平成２年５月 ㈱ジャンニーノジャパン 代表取締役

副社長 出向 

平成５年４月 ㈱ヴィクトリアステーション 代表取

締役専務 出向 

平成７年９月 ㈱ダイエー レストラン事業担当 商

品企画部長 

平成10年５月 ㈱神戸らんぷ亭 代表取締役社長 

平成15年５月 ㈱フォルクス 代表取締役社長 

平成18年３月 ㈱どん 取締役 

平成18年４月 当社 執行役員Ｃ.Ｅ.Ｏ.就任 

平成18年６月 当社 取締役就任 

  当社 代表取締役社長就任（現任） 

取締役   小島 保幸 昭和45年７月７日 

平成２年４月 ㈱東京プロデュース 入社 

34 

平成10年７月 当社 入社 

平成11年３月 当社 牛角中野店店長 

平成12年４月 当社 直営事業部ミドルマネージャー 

平成13年７月 ㈱レストラン・エクスプレス 取締役 

平成14年４月 当社 執行役員店舗運営本部牛角ブラ

ンド ブランドマネージャー 

平成15年11月 当社 執行役員店舗経営本部西日本事

業部部長 

平成16年４月 当社 執行役員マーチャンダイジング

部部長 

平成16年６月 当社 取締役就任 

平成18年３月 当社 代表取締役社長就任 

平成18年６月 当社 取締役就任（現任） 

取締役 経営推進部長 鈴木 豊 昭和46年６月１日 

平成４年４月 ㈱オートバックスセブン 入社 

45 

平成10年12月 ㈱ベンチャー・リンク 入社 

平成12年２月 当社 入社 管理部門担当 

平成12年４月 当社 管理事業部エグゼクティブマネ

ージャー 

平成13年４月 当社 管理セクションセクションマネ

ージャー 

平成14年４月 当社 執行役員経営管理部部長 

平成15年９月 ゆめりあリンクス㈱ 取締役 

平成16年４月 当社 執行役員経営推進部部長 

平成16年６月 当社 取締役就任（現任） 



    

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（株） 

取締役   田中 健二 昭和42年４月19日 

平成４年４月 日本開発銀行（現：日本政策投資銀

行） 入行 

― 

平成13年６月 Ａ．Ｔ．カーニー㈱ 入社 

平成15年６月 フェニックス・キャピタル㈱ 入社 

平成17年９月 ゴールドマン・サックス証券会社 入

社 

  同社 ヴァイス・プレジデント（現

任） 

平成18年３月 当社 取締役就任（現任） 

取締役   立野 公一 昭和49年２月６日 

平成10年４月 メリルリンチ証券会社 入社 

― 

平成11年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー 

入社 

平成17年１月 ゴールドマン・サックス証券会社 入

社 

平成17年12月 同社 ヴァイス・プレジデント（現

任） 

平成18年３月 当社 取締役就任（現任） 

取締役   鎌田  武 昭和45年４月16日 

平成５年４月 三菱商事㈱ 入社 機械グループ プ

ラント船舶本部 船舶・鉄構部 

― 

平成９年５月 エムシー・トレーディング㈱ 出向

（三菱商事㈱より） 

平成11年10月 三菱商事㈱ 新機能グループ 金融事

業本部 金融企画ユニット 

平成14年３月 日興アントファクトリー㈱ 入社 

  同社 プライベート・エクイティ投資

グループ ヴァイス・プレジデント 

平成15年４月 同社 同 パートナー 

平成17年４月 ゴールドマン・サックス証券会社 入

社 

  同社 ヴァイス・プレジデント（現

任） 

平成18年６月 当社 取締役就任（現任） 

取締役   佐々木 博文 昭和40年12月７日 

平成元年４月 ㈱日本長期信用銀行（現：㈱新生銀

行） 入行 

― 

平成11年１月 ㈱日本興業銀行（現：㈱みずほ銀行） 

入行 

平成16年10月 アセット・マネージャーズ㈱ 入社 

平成17年６月 アセット・インベスターズ㈱ 入社 

  同社 取締役チーフ・インベストメン

ト・オフィサー（現任） 

平成18年３月 当社 取締役就任（現任） 



  

 （注）１．取締役田中健二、立野公一、鎌田武及び佐々木博文は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２．監査役小南邦彦、今給黎勝及び長浜周生は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ３．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な人材の登用の

ため、執行役員制度を導入しております。執行役員は５名で次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（株） 

常勤監査役   小南 邦彦 昭和22年１月１日 

昭和44年４月 日本ＮＣＲ㈱ 入社 

― 

昭和53年３月 サンジェルマン㈱ 入社 

昭和53年９月 同社 現地法人ＳＧフランス代表就任 

昭和63年７月 ㈱キリンビール 入社 外食事業部部

長代理 

平成元年１月 中国料理天山顧問 

平成２年３月 ㈱カフェ・セボール・ジャパン 取締

役営業部長 

平成12年９月 同社 営業開発部部長代理 

平成14年９月 同社 品質推進部担当部長 

平成16年１月 当社 顧問就任 

平成16年６月 当社 監査役就任（現任） 

監査役   今給黎 勝 昭和17年12月25日 

昭和55年５月 ㈱日本エル・シー・エー 取締役 

― 

平成５年７月 ㈱ヒューマン・リンク設立 代表取締

役社長 

平成６年８月 ㈱日本エル・シー・エー 取締役 退

任 

平成13年６月 当社 監査役就任（現任） 

平成15年３月 ㈱ＮＩコンサルタンツ 監査役就任

（現任） 

平成16年９月 ㈱ヒューマン・リンク 代表取締役

（現任） 

平成17年１月 ㈱ＬＣＡ－Ⅰ 代表取締役 

平成18年４月 ＬＣＡ大学院大学 教授（現任） 

監査役   長浜 周生 昭和42年７月25日 

平成４年３月 早稲田大学法学部卒業 

― 

平成６年11月 司法試験合格 

平成７年４月 司法研修所入所 

平成９年３月 第一東京弁護士会弁護士登録 

  永沢法律事務所（現永沢総合法律事務

所）入所（現任） 

平成14年４月 第一東京弁護士会常議員 

平成16年６月 当社 監査役就任（現任） 

  計 179 

地位 氏名 担当または主な職業

 常務執行役員 広渡  稔 ＳＶ事業本部長兼ソリューション部部長

 執行役員 計良 政利 ブランドマネジメント事業本部長

 執行役員 上原  良 営業開発部長兼新規事業開発室長

 執行役員 正田  進 人財戦略部長

 執行役員 大槻 哲也 ＳＶ事業本部ＳＶ部部長



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営責任の明確化と業務執行の迅速化、意思決定の透明性の向上及びコンプライアンスの強化を図る

ための施策を講じてまいりました。全社員が共有すべき価値観を明らかにすると共に、規範の遵守、徹底を図る

ことによって高い倫理観の醸成を図っております。 

経営機関制度につきましては、経営方針等の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会、業

務執行機関として代表取締役、監査機関として監査役会という、会社法上で規定される株式会社の機関制度を基

本とし、「執行役員制度」は業務執行機関をさらに強化するものと位置付けております。従いまして、当社にお

けるコーポレート・ガバナンスは、取締役会及び監査役会の設置を基軸とし「執行役員制度」で迅速且つ的確な

事業運営を展開し、重要な業務執行課題については「経営戦略会議」で十分な議論を経て決議を行い、これを取

締役会が監督・最終意思決定するという仕組みを基本的な考え方としており、現体制は有効にその機能を果して

いると認識しております。 
  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

当社は、取締役会を経営の意思決定機関として、執行役員以上で構成される経営戦略会議を営業執行の意思決

定機関として、責任の明確化と効率性の向上を推進しております。 

取締役会は、原則毎月１回開催され、取締役及び監査役が出席し、経営に関する意思決定を行っております。 

②会社の機関・内部統制の関係図は、次のとおりであります。 

  

 
 



③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

経営環境の変化に迅速に対応すべく、毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催

することにより意思決定及び業務執行を行っております。また、「経営戦略会議」を原則毎週１回開催するこ

とにより、業務執行の進捗確認と現状課題の明確化並びに取締役会への決議事項提出の検討を行っておりま

す。このような方法により、当社の内部統制は有効に機能しております。 

④内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査については、内部監査室が調査を実施し、常勤監査役に報告がなされ、取締役会を通じて毎月

の定時取締役会へ報告と改善の提案がなされます。なお、内部監査室は１名で構成されており、関係部署と密

接に連携を取り、監査及び調査を実施しております。また、監査役監査は、毎月の定時取締役会に出席するこ

とで、経営への監視を行っており、業務監査の結果報告と改善点の提案をすると共に、必要に応じて、会計監

査人と連携し調査を実施しております。なお、監査役は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名により構成さ

れております。 

⑤会計監査の状況 

当社は、商法及び証券取引法に基づく会計監査について、中央青山監査法人と監査契約を締結しております。

当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおり

です。 

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名 

 指定社員 業務執行社員 公認会計士 秋山 直樹 

 指定社員 業務執行社員 公認会計士 味谷 祐司 

 指定社員 業務執行社員 公認会計士 柴田  篤 

会計監査業務に係る補助者の構成 公認会計士８名、会計士補３名、その他３名 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において、中央青山監査法人は任期満了により退任し、東陽監査

法人を会計監査人に選任しております。 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役は、田中 健二、立野 公一、鎌田 武及び佐々木 博文であります。当社の社外取締役は、会社

法第２条第15号に定める社外取締役の要件を満たしております。また、各取締役と当社との間には特別の利害

関係はありません。 

社外監査役は、小南 邦彦、今給黎 勝及び長浜 周生であります。 

当社の社外監査役は、当社の取締役、監査役とは一切の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係

はありません。 
  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、統制された情報伝達経路からの正確な情報集約が行われ、経営戦略会議、経営幹部

会及び情報共有会において常に情報共有がなされる状態にあり、これを各部署において常に専門的見地から分析

と監視がなされるよう確立されております。よって、不測の事態の場合も、適材適所な人員配置での対応チーム

編成が即座に行われ、事態に対し迅速且つ的確な対応ができる組織となっております。また、特に店舗における

エンドユーザーの個人情報の保護については、専門部署及び専用サーバーにおいて管理することにより一層セキ

ュリティを強化しております。 
  

(4) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとお

りであります。 

役員報酬： 

 取締役に支払った報酬  54,221千円 

 監査役に支払った報酬  11,315千円 

  計          65,537千円 

監査報酬：公認会計士法（昭和23年法律第103号） 

 第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  15,000千円 

なお、前述の当社の取締役に対する報酬内容には、株主総会決議に基づく報酬、利益処分による取締役賞与金

並びに株主総会決議に基づく退職慰労金は発生しておりませんので含まれておりません。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

但し、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 
  
  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及

び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査

を受けております。 
  
  

３．連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金 ※１   429,835     1,634,615   

２．売掛金     728,032     510,469   

３．商品     9,771     10,630   

４．貯蔵品     2,158     2,615   

５．前払費用     310,506     186,685   

６．短期貸付金     66,000     ―   

７．預け金 ※４   100,000     ―   

８．その他     44,810     62,654   

９．貸倒引当金     △14,678     △39,643   

流動資産合計     1,676,437 31.6   2,368,026 66.4 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(１) 建物   2,261,058     652,310     

減価償却累計額   824,571 1,436,487   283,731 368,579   

(２) 構築物   17,230     6,520     

減価償却累計額   8,909 8,320   2,979 3,540   

(３) 機械及び装置   28,111     10,247     

減価償却累計額   5,049 23,062   3,059 7,188   

(４) 車両運搬具   1,428     ―     

減価償却累計額   1,290 138   ― ―   

(５) 工具器具備品   141,787     85,205     

減価償却累計額   85,680 56,106   43,363 41,842   

有形固定資産合計     1,524,115 28.7   421,151 11.8 

２．無形固定資産               

(１) ソフトウェア     45,307     22,376   

(２) 電話加入権     1,335     1,405   

無形固定資産合計     46,642 0.8   23,781 0.7 



  

 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

３．投資その他の資産               

(１) 投資有価証券     7,695     11,515   

(２) 出資金     110     110   

(３) 長期貸付金     247,500     ―   

(４) 従業員に対する長期貸

付金 
    62     ―   

(５) 長期前払費用     426,620     116,262   

(６) 敷金・保証金     683,946     623,864   

(７) 長期預け金 ※５   700,000     ―   

(８) 破産債権、更生債権等     ―     332,602   

(９) その他     349     750   

(10) 貸倒引当金     ―     △332,602   

投資その他の資産合計     2,066,284 38.9   752,501 21.1 

固定資産合計     3,637,042 68.4   1,197,434 33.6 

資産合計     5,313,479 100.0   3,565,460 100.0 
        



  

  

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金 ※４   100,192     210,301   

２．短期借入金 ※１   593,450     ―   

３．１年以内償還予定社債     ―     100,000   

４．１年以内返済予定長期借

入金 
    606,734     478,404   

５．未払金     257,398     350,056   

６．未払費用     39,325     214,998   

７．未払法人税等     28,227     22,150   

８．未払消費税等     8,643     ―   

９．前受金     2,474     2,625   

10．預り金     9,632     14,994   

11．前受収益     3,104     3,713   

12．割賦購入未払金     362,909     270,479   

13．リース資産減損勘定     ―     196,723   

14．その他     ―     2,204   

流動負債合計     2,012,091 37.9   1,866,651 52.4 

Ⅱ 固定負債               

１．社債     ―     350,000   

２．新株予約権付社債     780,000     ―   

３．長期借入金     842,150     613,746   

４．長期未払金     63,000     48,415   

５．割賦購入長期未払金     359,570     90,195   

６．預り保証金     436,163     446,601   

７．繰延税金負債     805     3,052   

８．長期リース資産減損勘定     ―     52,382   

９．その他     18,562     11,249   

固定負債合計     2,500,252 47.0   1,615,642 45.3 

負債合計     4,512,344 84.9   3,482,293 97.7 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   873,014 16.4   2,169,908 60.9 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   798,514     2,095,408     

資本剰余金合計     798,514 15.0   2,095,408 58.8 

Ⅲ 利益剰余金               

１．当期未処理損失   871,066     4,185,128     

利益剰余金合計     △871,066 △16.3   △4,185,128 △117.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,174 0.0   4,447 0.1 

Ⅴ 自己株式 ※３   △501 △0.0   △1,468 △0.0 

資本合計     801,135 15.1   83,167 2.3 

負債・資本合計     5,313,479 100.0   3,565,460 100.0 
        



②【損益計算書】 

 

    

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高               

１．売上高   2,178,238     2,140,534     

２．フランチャイズ本部売上   2,791,053     2,220,699     

３．その他の営業収入 ※１ 1,396,626 6,365,917 100.0 730,574 5,091,807 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．商品期首たな卸高   10,906     9,771     

２．当期商品仕入高   822,650     775,337     

合計   833,556     785,108     

３．商品期末たな卸高   9,771     10,630     

差引   823,785     774,478     

４．フランチャイズ本部原価   1,129,078     974,836     

５．その他の売上原価   1,229,102 3,181,965 50.0 801,921 2,551,237 50.1 

売上総利益     3,183,951 50.0   2,540,570 49.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．販売促進費   147,234     156,017     

２．貸倒引当金繰入額   13,557     28,309     

３．貸倒損失   ―     11,996     

４．役員報酬   45,017     65,537     

５．給与手当   1,030,050     1,089,073     

６．福利厚生費   73,846     84,270     

７．旅費交通費   108,108     129,918     

８．水道光熱費   122,934     121,779     

９．消耗品費   78,748     89,468     

10．賃借料   294,255     304,078     

11．リース料   113,002     128,213     

12．支払手数料   491,735     333,041     

13．減価償却費   129,106     94,760     

14．その他   266,698 2,914,297 45.8 284,516 2,920,981 57.4 

営業利益 

（△は営業損失） 
    269,654 4.2   △380,411 △7.5 



  

  

    

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   3,245     3,635     

２．受取配当金   34     4     

３．投資有価証券売却益   ―     5,837     

４．金利スワップ評価益   ―     7,993     

５．受取手数料   42,189     5,485     

６．雑収入   11,026 56,494 0.9 11,526 34,482 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   84,005     76,659     

２．社債利息   ―     1,993     

３．新株発行費   500     17,403     

４．社債発行費   7,111     19,476     

５．金利スワップ評価損   18,562     ―     

６．雑損失   9,443 119,622 1.9 33,576 149,108 2.9 

経常利益 

（△は経常損失） 
    206,526 3.2   △495,037 △9.7 

Ⅵ 特別利益               

１．権利金返戻益   33,500     ―     

２．貸倒引当金戻入益   ―     86     

３．固定資産売却益 ※２ ― 33,500 0.5 5,117 5,203 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１．構造改善費用 ※３ 130,004     ―     

２．貸倒引当金繰入額   ―     332,602     

３．過年度貸倒引当金不足額   10,756     ―     

４．貸借物件解約損   8,867     210,128     

５．固定資産処分損 ※４ ―     166,560     

６．固定資産除却損 ※５ 2,386     101     

７．減損損失 ※６ ―     1,920,078     

８．その他   ― 152,014 2.3 176,441 2,805,913 55.1 

税引前当期純利益 

（△は純損失） 
    88,011 1.4   △3,295,747 △64.7 

法人税、住民税及び事業

税 
  19,364 19,364 0.3 18,315 18,315 0.4 

当期純利益 (△は純損失)     68,647 1.1   △3,314,062 △65.1 

前期繰越損失     939,713     871,066   

当期未処理損失     871,066     4,185,128   
        



③【キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税引前当期純利益（△純損失）   88,011 △3,295,747 

減価償却費及び償却費   582,548 453,837 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △131 357,566 

賞与引当金の増減額（減少：△）   △32,001 ― 

受取利息及び受取配当金   △3,279 △3,639 

支払利息及び社債利息   84,005 78,652 

金利スワップ評価益   ― △7,993 

新株発行費   500 17,403 

社債発行費   7,111 19,476 

金利スワップ評価損   18,562 ― 

減損損失   ― 1,920,078 

権利金返戻益   △33,500 ― 

構造改善費用   130,004 ― 

過年度貸倒引当金不足額   10,756 ― 

賃借物件解約損   8,867 210,128 

固定資産売却益   ― △5,117 

固定資産除却損   2,386 101 

固定資産処分損   ― 166,560 

売上債権の増減額（増加：△）   △78,093 221,213 

たな卸資産の増減額（増加：△）   1,402 △1,315 

仕入債務の増減額（減少：△）   △50,103 110,109 

未払金の増減額（減少：△）   △19,440 △5,843 

未払消費税等の増減額（減少：△）   △55,949 △8,643 

リース資産減損勘定の取崩額   ― △172,690 

預り保証金の増減額（減少：△）   △17,927 10,438 

その他   △55,372 77,980 

小計   588,358 142,556 

利息及び配当金の受取額   3,279 3,639 

利息の支払額   △76,400 △76,948 

権利金返戻益の受取額   33,500 ― 

法人税等の支払額   △27,526 △20,130 

営業活動によるキャッシュ・フロー   521,210 49,117 



  

  

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の払戻による収入   20,000 ― 

有形固定資産の取得による支出   △92,164 △175,095 

有形固定資産の売却による収入   37,751 76,246 

無形固定資産の取得による支出   △25,054 △3,363 

投資有価証券の売却による収入   ― 7,537 

貸付による支出   △315,500 ― 

貸付の回収による収入   332,000 33,000 

敷金・保証金に係る支出   △31,827 △175,521 

敷金・保証金の返還による収入   48,341 104,701 

長期前払費用に係る支出   △400,816 △269,385 

その他   1,911 62 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △425,357 △401,818 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純増減額   209,850 △593,450 

長期借入れによる収入   600,000 300,000 

長期借入金の返済による支出   △623,224 △656,734 

割賦購入未払金の返済による支出   △419,998 △361,805 

社債の発行による収入   ― 480,523 

社債の償還による支出   ― △50,000 

新株予約権付社債の発行による収入   292,889 ― 

長期預け金の返還による収入   ― 700,000 

新株予約権の行使による収入   ― 1,798,149 

自己株式の取得による支出   △501 △967 

配当金の支払額   △226 △66 

その他   ― △58,170 

財務活動によるキャッシュ・フロー   58,788 1,557,480 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   154,641 1,204,779 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   275,193 429,835 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   429,835 1,634,615 
      



④【損失処理計算書】 

 

    

    

前事業年度 

   （株主総会承認日 

    平成17年６月23日） 

当事業年度 

   （株主総会承認日 

    平成18年６月29日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失     871,066   4,185,128 

Ⅱ 損失処理額           

１．資本準備金取崩額   ― ― 2,095,408 2,095,408 

Ⅲ 次期繰越損失     871,066   2,089,720 
       



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――――――――  当社は、当事業年度において、380,411千円の営業損

失、495,037千円の経常損失を計上しており、固定資産

の減損会計の適用等により3,314,062千円の重要な当期

純損失を計上した結果、多額の資本の欠損が生じており

ます。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく財務体質の改善を掲

げ、平成18年１月23日に第三者割当の方法により第４回

新株予約権を発行し、当該新株予約権の権利行使を受

け、資本増強を図っております。 

 また、「中期３ヶ年経営計画」（平成18年２月23日決

議）を策定し、収益構造の改善、不採算事業の見直しに

よるコスト削減等により、財務体質の早期健全化に努め

てまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上記

の様な重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。 



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及
び評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処
理） 

時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

２．デリバティブ等の評価
基準及び評価方法 

デリバティブ 
時価法 

デリバティブ 
同左 

３．たな卸資産の評価基準
及び評価方法 

商品・貯蔵品 
最終仕入原価法 

商品・貯蔵品 
同左 

４．固定資産の減価償却の
方法 

(1) 有形固定資産 
定率法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。 
建物・構築物    ３年～30年 
機械及び装置・工具器具備品 
          ２年～15年 
車両運搬具        ６年 

(1) 有形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっておりま
す。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(3) 長期前払費用 
定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 
同左 

５．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 
支出時に全額費用処理しておりま
す。 

(1) 新株発行費 
同左 

(2) 社債発行費 
支出時に全額費用処理しておりま
す。 

(2) 社債発行費 
同左 

６．引当金の計上基準 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。 

貸倒引当金 
同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

同左 



  

 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。 
金利スワップについて特例処理の条
件を充たしている場合には特例処理を
採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針
内部規程に基づき、金利変動リスク
をヘッジしております。 
ヘッジ手段  金利スワップ 
ヘッジ対象  借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針
同左 

(3) ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、その変動
額の比率によって有効性を評価してお
ります。 
但し、特例処理によっている金利ス
ワップについては、有効性の評価を省
略しております。 

(3) ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

９．キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、且つ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取得日
から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっております。 

同左 

10．その他財務諸表作成の
ための基本となる重要な
事項 

消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 



  
会計処理方法の変更 

  
  

表示方法の変更 

 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより営業損失及び経常損失が299,214千円減少

し、税引前当期純損失が1,620,864千円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

は資産の総額の100分の１以下となったため、流動資産の

「その他」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度における当該金額は、27,068千円で

あります。 

  

（貸借対照表） 

―――――――― 

（損益計算書） 

前事業年度において「その他の営業収入」に含まれて

おりました「フランチャイズ本部売上」は、売上高に占

める割合が高まりましたので、当事業年度から区分掲記

しております。 

なお、前事業年度における当該金額は、3,182,275千円

であります。 

  

（損益計算書） 

―――――――― 

前事業年度において「その他の売上原価」に含まれて

おりました「フランチャイズ本部原価」は、売上原価に

占める割合が高まりましたので、当事業年度から区分掲

記しております。 

なお、前事業年度における当該金額は、1,349,369千円

であります。 

―――――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 
 現金及び預金（定期預金） 15,000千円

 短期借入金 86,950千円

※1． ――――――― 

  
※２．会社が発行する株式の総数 
              普通株式    120,200株 
   発行済株式の総数   普通株式  49,436.15株 

  
※２．会社が発行する株式の総数 
              普通株式    256,444株 
   発行済株式の総数   普通株式 103,423.67株 

  
※３．当社が保有する自己株式の数 

  普通株式 8.15株

  
※３．当社が保有する自己株式の数 

  普通株式 24.67株
  
※４．関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおり
であります。 
預け金 100,000千円
買掛金 53,809千円

  
※４． ――――――― 
  

  
※５．長期預け金            700,000千円 

2009年満期ゼロクーポン新株予約権付社債の発行
に伴い、調達額のうちCLOSING PROCEDURE AGREEMENT
に基づくクロージング代理人であるＨＳＢＣの口座
に預託されているものであります。 

  
※５． ――――――― 

  
６．資本の欠損の額          871,066千円 

  
６．資本の欠損の額         4,186,596千円 



（損益計算書関係） 

 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．その他の営業収入は主に店舗改善活動等による収
入及び店舗転貸による収入であります。 

※１．その他の営業収入は主に店舗改善活動等による収
入及び店舗転貸による収入であります。 

  
※２． ――――――― 

  
※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物 4,759千円
その他 358千円

  
※３．構造改善費用の主な内容はスーパーバイジング業
務を自社で行うことにより発生した費用80,000千円
及び企業再編に係る費用50,004千円であります。 

  
※３． ――――――― 

  
※４． ――――――― 

  
※４．固定資産処分損の主な内容は店舗閉鎖に伴う解体
費用等であります。 

  
※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 2,323千円
その他 63千円

  
※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具 101千円
   

  
※６． ――――――― 

  
※６．減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

   当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として店舗を基本単位として、また賃貸資産等につ

いては物件単位毎にグルーピングしております。 

   営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る賃貸資産及び将来使用する見込みが無くなった権

利金等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1,920,078千円）とし

て特別損失に計上しております。その内訳は、建物

965,902千円、工具器具備品27,244千円、長期前払

費用469,459千円、リース資産418,062千円及びその

他39,409千円であります。 
   なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し
ており、対象資産全てについて、正味売却価額を零
として評価しております。 

地域 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

東北 
賃貸店舗 

直営店舗 
建物等 245,658 

関東 
賃貸店舗 

直営店舗 
建物等 449,653 

近畿 
賃貸店舗 

直営店舗 
建物等 561,419 

本社 
データ閲覧

権等 
長期前払費
用等 

480,274 

その他 賃貸店舗 建物等 183,072 

合計 1,920,078 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 
現金及び預金 429,835千円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
― 千円

現金及び現金同等物 429,835千円

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 
現金及び預金 1,634,615千円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
― 千円

現金及び現金同等物 1,634,615千円
  
２．重要な非資金取引の内容 
新株予約権の行使による資本金
増加額 

110,000千円

新株予約権の行使による資本準
備金増加額 

110,000千円

新株予約権の行使による新株
予約権付社債減少額 

220,000千円

  
２．重要な非資金取引の内容 
新株予約権の行使による資本金
増加額 

390,000千円

新株予約権の行使による資本準
備金増加額 

390,000千円

新株予約権の行使による新株
予約権付社債減少額 

780,000千円



（リース取引関係） 

 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 

  
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 
  取得価額相

当額 

(千円) 

減価償却累 

計額相当額 

(千円) 

期末残高相

当額 

(千円) 

工具器具備品 1,761,842 1,162,366 599,475

その他 70,319 46,669 23,649

合計 1,832,161 1,209,036 623,125

  
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

減損損失 

累計額相 

当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器
具備品 

1,380,087 924,199 345,247 110,641 

その他 28,182 9,727 2,766 15,688 

合計 1,408,270 933,926 348,014 126,329 

  
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 346,937千円
１年超 316,267千円
合計 663,205千円

  
(2) 未経過リース料期末残高相当額等 
   未経過リース料期末残高相当額 

   リース資産減損勘定の残高 

１年内 238,087千円
１年超 151,350千円
合計 389,438千円

  246,186千円

  
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額 
支払リース料 406,390千円
減価償却費相当額 365,298千円
支払利息相当額 36,004千円

  
(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
支払リース料 218,205千円
リース資産減損勘定の取崩額 163,858千円
減価償却費相当額 186,400千円
支払利息相当額 19,909千円
減損損失 410,045千円

  
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

  
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  
(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。 

  
(5) 利息相当額の算定方法 

同左 
  

  
２． ――――――― 

  
２．オペレーティング・リース取引 
   未経過リース料 

１年内 810千円
１年超 2,479千円
合計 3,290千円



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当事業年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額(千円) 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式 1,700 3,680 1,980 

小計 1,700 3,680 1,980 

合計 1,700 3,680 1,980 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,015 

合計 4,015 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額(千円) 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式 1,500 9,000 7,500 

小計 1,500 9,000 7,500 

合計 1,500 9,000 7,500 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

7,537 5,837 ― 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,515 

合計 2,515 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(1) 取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ及

び金利キャップ取引であります。 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、金利の変動によるリスク回避

を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

ヘッジ方針 

金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。但し、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省略

しております。 

(3) 取引の利用目的 

同左 

(4) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ及び金利キャップ取引は市場金利の変

動によるリスクを有しております。 

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、又は、計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引の大きさを示すものではありませ

ん。 

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

金利関連 

 

区分 種類 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

契約額等
（千円） 

契約額等の 
うち１年超 
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益
（千円） 

契約額等
（千円） 

契約額等の

うち１年超

（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取 
引以外 
の取引 

金利キャップ取引           

 買建 100,000 100,000 349 △2,160 100,000 100,000 750 △1,759

金利スワップ取引           

 変動受取・固定支
払 

300,000 300,000 △18,562 △18,562 1,000,000 1,000,000 △10,569 △10,569

合計 400,000 400,000 △18,213 △20,723 1,100,000 1,100,000 △9,818 △12,328

   (注) １．時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格

等に基づいて算定しております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバテ

ィブ取引は除いております。 

 (注) １．時価の算定方法 

          同左 

  

   ２．     同左 



（退職給付関係） 

当社は退職金制度がありませんので、該当事項はありません。 
  
  

（税効果会計関係） 

  
  

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
繰延税金資産  
長期前払費用償却 219,727千円
繰越欠損金 225,202千円
構造改善費用 18,315千円
貸倒引当金繰入超過額 5,974千円
未払事業税 3,543千円
その他 1,345千円
繰延税金資産小計 474,107千円
評価性引当額 △474,107千円
繰延税金資産合計 ― 千円
繰延税金負債  
その他有価証券評価差額金 △805千円
繰延税金負債合計 △805千円
繰延税金負債の純額 △805千円

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
繰延税金資産  
長期前払費用償却 196,822千円
繰越欠損金 1,399,137千円
減損損失 41,670千円
貸倒引当金繰入超過額 147,310千円
未払金 19,658千円
未払事業税 1,635千円
その他 3,770千円
繰延税金資産小計 1,810,005千円
評価性引当額 △1,810,005千円
繰延税金資産合計 ― 千円
繰延税金負債  
その他有価証券評価差額金 △3,052千円
繰延税金負債合計 △3,052千円
繰延税金負債の純額 △3,052千円

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳 
法定実効税率 40.7％
(調整)  
住民税均等割額 22.2％
交際費損金不算入 5.4％
評価性引当額 △45.7％
その他 △0.6％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.0％
   

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳 
  税引前当期純損失のため記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     (1) 資金の借入に係る利息の支払については市場の金利を基準として決定しております。 

     (2) 商品の仕入等については、市場価格等を参考にしております。 

     (3) データ閲覧権購入及びシステム開発業務委託については、市場価格等を参考にしております。 

    ３．平成16年11月30日付で㈱タスコシステムが株式を取得したため同社は関連当事者に該当することとなりましたので、平成

16年11月30日から平成17年３月31日までの取引について記載しております。 
  

(2) 兄弟会社等 

 （注）１．上記金額には消費税等が含まれておりません。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     (1) 資金の貸付に係る利息の受取については、市場の金利を基準として決定しております。 

  
 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の

被所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の

兼任等

事業上 

の関係 

その他の

関係会社 

㈱タスコシ

ステム 

札幌市 

中央区 
1,508,337

飲食店の経

営、飲食店の

経営指導業務 

（被所有）

直接26.2％

兼任 

 １人 

フランチャ

イズ加盟店

運営 

資金の借入 400,000 ― ―

企業再編に伴

う負担金 
25,000 未払金 25,000

エリアフラン

チャイズ権利

の購入のため

の預け入れ 

― 預け金 100,000

その他の

関係会社 

㈱千代田物

産 

東京都 

品川区 
270,000

各種食材の卸

販売、食品の

製造及び販売

に関する企

画、販売 

（被所有）

直接21.3％
― 商品の購入

商品の仕入等 599,990 買掛金 53,809

データ閲覧権

購入及びシス

テム開発業務

委託 

300,000 ― ―

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(千円) 

事業の内容又は

職業 

議決権等の

被所有割合

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

その他の

関係会社

の子会社 

㈱クラーク 
東京都 

港 区 
25,000 

店舗開発事業、マ

ーケティングリサ

ーチ事業及び飲食

店、小売店の関連

運営事業 

なし ― 

フランチャ

イズ加盟店

運営の権利

提供及び店

舗転貸 

資金の貸付 330,000 貸付金 313,500



当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

(2) 役員及び個人主要株主等 

(注) 取引金額には消費税等が含まれておりません。 
  

(3) 兄弟会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、平成17年９月８日残高には消費税等が含まれております。 

    ２．平成17年９月８日にその他の関係会社である㈱千代田物産が株式を譲渡しており、㈱クラークは関連当事者に該当しなく

なりましたので、平成17年４月１日から平成17年９月８日までの取引及び平成17年９月８日現在残高を記載しておりま

す。 

    ３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     (1) 資金の貸付に係る利息の受取については、市場の金利を基準として決定しております。 

    ４．㈱クラークは平成18年４月18日付けで、㈱ケイモンドファクトリーへと社名を変更しております。 

 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(千円) 

事業の内容又

は職業 

議決権等の

被所有割合

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

その他の

関係会社 

㈲ジュピタ

ーインベス

トメント 

東京都 

渋谷区 
3,000 

投資有価証券

等への投資 

（被所有）

直接44.7％
― ― 

新株予約権

行使 
1,534,744 ― ―

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(千円) 

事業の内容又

は職業 

議決権等の

被所有割合

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

役員 土屋 晃 ― ― 当社取締役 
（被所有）

直接0.29％
― ― 

借入金に対す

る株式の担保

提供及び被債

務保証 

50,000 ― ―

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(千円) 

事業の内容又

は職業 

議決権等の

被所有割合

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

平成17年

９月８日

残高 

(千円) 

役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

その他の

関係会社

の子会社 

㈱クラーク 
東京都 

港 区 
25,000 

店舗開発事

業、マーケテ

ィングリサー

チ事業及び飲

食店、小売店

の関連運営事

業 

なし ― 

フランチャ

イズ加盟店

運営の権利

提供及び店

舗転貸 

資金の貸付 33,000 貸付金 280,500



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

  
  

（重要な後発事象） 

  
  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 16,208円12銭

１株当たり当期純利益金額 1,485円31銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
1,259円33銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 804円33銭

１株当たり当期純損失金額 55,317円86銭

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 
68,647 △3,314,062 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は当期

純損失（△）（千円） 
68,647 △3,314,062 

期中平均株式数（株） 46,217 59,909 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
    

当期純利益調整額（千円） 68,647 ― 

（うち支払利息(税額相当額控除後)） （―） （―） 

普通株式増加数（株） 8,293 ― 

（うち転換社債） （8,266） （―） 

（うち新株予約権） （26） （―） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 

１種類(新株予約権の数550個) 

概要は「第４ 提出会社の状況、

１株式等の状況、(2) 新株予約権

等の状況」に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権 

４種類(新株予約権の数3,450個)

概要は「第４ 提出会社の状況、

１株式等の状況、(2) 新株予約権

等の状況」に記載のとおりであり

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― 当社は、平成18年６月21日に第４回新株予約権の権利

行使により、次のとおり新株式を発行しております。 

当該新株予約権の権利行使に伴い、新株予約権480千

円を下記のとおり資本組入れしております。 

発行した株式の種類 普通株式 

発行した株式の数 13,070株 

権利行使に係る払込総額 478,351千円

新株の発行に伴う資本金への組入れ額 239,175千円

資本金 240千円

資本準備金 240千円



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．建物の当期増加額の主なものは、直営店舗の新設106,629千円であります。 

    ３．建物の当期減少額の主なものは、減損対象店舗の除却1,470,451千円であります。 

    ４．工具器具備品の当期増加額の主なものは、直営店舗の新設31,398千円であります。 

    ５．工具器具備品の当期減少額の主なものは、減損対象店舗の除却78,808千円であります。 

    ６．長期前払費用の当期増加額の主なものは、エリアフランチャイズ本部権利金の取得260,000千円及び店舗権利金の取得

60,437千円であります。 

    ７．長期前払費用の当期減少額の主なものは、データ閲覧権の除却300,000千円及びエリアフランチャイズ本部権利金の減損

等292,940千円であります。 

    ８．長期前払費用の当期末償却累計額には、流動資産の前払費用に振替えた金額122,266千円が含まれております。 

 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

ユニバーサルソリューションシステムズ㈱ 30 9,000 

㈱ふらんす亭 50 2,515 

計 80 11,515 

資産の種類 
前期末残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

（千円） 

当期償却額 

（千円） 

差引当期末 

残高 

（千円） 

有形固定資産               

建物 2,261,058 133,944 
1,742,692 

(965,902)
652,310 283,731 154,667 368,579 

構築物 17,230 ― 
10,710 

(4,068)
6,520 2,979 617 3,540 

機械及び装置 28,111 ― 
17,863 

(13,399)
10,247 3,059 2,320 7,188 

車両運搬具 1,428 ― 
1,428 

( ― )
― ― 36 ― 

工具器具備品 141,787 41,150 
97,732 

(27,244)
85,205 43,363 19,605 41,842 

有形固定資産計 2,449,617 175,095 
1,870,428 

(1,010,614)
754,284 333,133 177,247 421,151 

無形固定資産               

ソフトウエア 73,544 8,163 
21,000 

(16,100)
60,707 38,331 14,994 22,376 

電話加入権 1,335 70 ― 1,405 ― ― 1,405 

無形固定資産計 74,879 8,233 
21,000 

(16,100)
62,113 38,331 14,994 23,781 

長期前払費用 1,326,711 394,851 
657,111 

(469,459)
1,064,451 948,188 261,594 116,262 



【社債明細表】 

 （注）１．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

(注) イ．なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還に代

えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約権が行使

されたときには、当該請求があったものとみなします。 

ロ．2009年９月30日満期ゼロ・クーポン円貨建新株予約権付社債の新株予約権は、社債から分離譲渡はできず、且つ新

株予約権が行使されると代用払込により社債は消滅し、社債と新株予約権が相互に密接に関連することを考慮し、

また、新株予約権の価値と、社債の発行価額等のその他の条件により得られる経済的な価値とを勘案して、その発

行価額を無償としたものであります。 

ハ．転換価額は、各月第一営業日に前月最終営業日までの各３連続取引日（終値のない日を除く）の㈱大阪証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の90％の呼値の刻み未満を切り下げた金額に修正されます。但

し、転換価額は115,200円を上回らず、12,800円を下回らないものとします。 

    ２．㈱ＵＦＪ銀行は、平成18年１月１日に㈱東京三菱銀行と合併し、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行となっております。 

    ３．当期末残高の（ ）内は内書きで、１年以内の償還予定額であります。 

    ４．決算日後５年間の償還予定額は次のとおりであります。 

 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

利率 

（％） 
担保 償還期限 

2009年９月30日満期ゼロ・クー

ポン円貨建新株予約権付社債 

 （注）１ 

平成年月日 

16.９.30 
780,000 ― ― なし 

平成年月日 

21.９.30 

第１回無担保社債 

（株式会社ＵＦＪ銀行保証付及

び適格機関投資家限定） 

 （注）２ 

平成年月日 

17.６.30 
― 

450,000 

(100,000)
0.55 なし 

平成年月日 

22.６.30 

合計 ― 780,000 
450,000 

(100,000)
― ― ― 

銘柄 
2009年９月30日満期ゼロ・クーポン円

貨建新株予約権付社債 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） （注）ロ 

株式の発行価額（円） （注）ハ 

発行価額の総額（千円） 1,000,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額（千円） 1,000,000 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 平成16年10月１日～平成21年９月29日 

１年以内 

（千円） 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

100,000 100,000 100,000 100,000 50,000 



【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

    ２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。 

  

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式の数は24.67株であります。 

    ２．当期増加額は、2009年満期転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使によるもの（普通株式 14,675.52株、資本

金 390,000千円、資本準備金 390,000千円）及び第４回新株予約権の行使によるもの（普通株式 39,312株、資本金 

906,894千円、資本準備金 906,894千円）であります。 
  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、和解による取崩額であります。 

  

区分 
前期末残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（％） 
返済期限 

短期借入金 593,450 ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 606,734 478,404 4.4 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 842,150 613,746 4.2 平成19年～平成21年 

その他の有利子負債         

未払金 16,800 16,800 2.0 ― 

割賦購入未払金 362,909 270,479 4.4 ― 

長期未払金 63,000 46,200 2.0 平成19年～平成21年 

割賦購入長期未払金 359,570 90,195 5.6 平成19年～平成20年 

計 2,844,614 1,515,824 ― ― 

  
１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 429,498 160,288 23,960 ― 

その他の有利子負債 106,201 17,594 12,600 ― 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 873,014 1,296,894 ― 2,169,908 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ (株) (49,436.15) (53,987.52) (―) (103,423.67) 

普通株式 (千円) 873,014 1,296,894 ― 2,169,908 

計 (株) (49,436.15) (53,987.52) (―) (103,423.67) 

計 (千円) 873,014 1,296,894 ― 2,169,908 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 (千円) 798,514 1,296,894 ― 2,095,408 

計 (千円) 798,514 1,296,894 ― 2,095,408 

利益準備金及

び任意積立金 

― (千円) ― ― ― ― 

計 (千円) ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（千円） 

当期減少額 

（その他） 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

貸倒引当金 14,678 360,911 3,258 86 372,245 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

①現金及び預金 

  

②受取手形 

該当事項はありません。 
  

③売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

  

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）上記には消費税等が含まれております。 
  

④商品 

 

区分 金額（千円） 

現金 10,795 

預金   

普通預金 1,623,820 

小計 1,623,820 

合計 1,634,615 

相手先 金額（千円） 

㈱コスト・イズ 149,139 

キリンビール㈱ 26,934 

㈱長禄 21,138 

アサヒビール㈱ 9,505 

㈱ホットスタイル 7,440 

その他 296,311 

合計 510,469 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）  

(Ｃ) 

 ×100

   (Ａ)＋(Ｄ)   

 
  ２  

 

(Ａ)＋(Ｂ)
  (Ｂ)  

   365   

728,032 3,224,770 3,442,333 510,469 87.1 70 

品名 金額（千円） 

「牛角」用食材 3,287 

「とりでん」用食材 1,203 

「おだいどこ」用食材 4,028 

「ぱすたんぱすた」用食材 1,187 

その他 923 

合計 10,630 



⑤貯蔵品 

  

⑥前払費用 

  

⑦破産債権、更生債権等 

  （注）㈱クラークは平成18年４月18日付けで、㈱ケイモンドファクトリーへと社名を変更しております。 
  

⑧敷金・保証金 

  
 

区分 金額（千円） 

店舗消耗品 2,615 

合計 2,615 

区分 金額（千円） 

エリアフランチャイズ権利金 112,564 

家賃 38,824 

労働保険 15,267 

データ管理費用 9,600 

その他 10,428 

合計 186,685 

相手先 金額（千円） 

㈱クラーク 280,500 

㈱東京テレポートセンター 52,102 

合計 332,602 

区分 金額（千円） 

店舗敷金・保証金 455,168 

建築協力金 152,401 

大阪支社保証金 5,982 

駐車場敷金・保証金 4,191 

社宅敷金・保証金 4,071 

その他 2,050 

合計 623,864 



⑨支払手形 

該当事項はありません。 
  

⑩買掛金 

  

⑪未払金 

  

⑫未払費用 

  

⑬リース資産減損勘定 

  
 

相手先 金額（千円） 

ハンナン㈱ 119,429 

㈱コスト・イズ 36,393 

㈲大阪永豊 20,763 

日本酒類販売㈱ 8,187 

㈱サマーソルト 4,471 

その他 21,056 

合計 210,301 

区分 金額（千円） 

業務委託費用 64,509 

パートタイマー、派遣社員等臨時雇用者賃金等 56,785 

支払ロイヤリティ 39,256 

販売促進費用 25,994 

店舗解体費用 16,137 

その他 147,373 

合計 350,056 

区分 金額（千円） 

店舗解体費用 110,557 

賃貸借契約解約費用 48,403 

従業員給与等 17,874 

水道光熱費、通信費 17,065 

社会保険料 5,256 

その他 15,840 

合計 214,998 

区分 金額（千円） 

転貸店舗 159,367 

直営店舗 36,038 

その他 1,317 

合計 196,723 



⑭預り保証金 

  
 

区分 金額（千円） 

加盟保証金 346,500 

賃貸保証金 71,632 

建設協力金 28,469 

合計 446,601 



(3) 【その他】 

①決算日後の状況 

特記事項はありません。 
  

②訴訟 

当社が運営するフランチャイズ本部の加盟店である原告より、フランチャイズ契約の締結にあたり、当社に

過失があったため損害を被ったとの損害賠償請求訴訟の提起を受け、訴状の送達がありました。 

(イ) 当該訴訟があった裁判所及び年月日 

ａ 訴訟の提起があった裁判所    前橋地方裁判所桐生支部 

ｂ 訴訟の提起日          平成17年10月18日 
  

(ロ) 当該訴訟を提起した者 

ａ 訴訟を提起した者        株式会社土田産業 

                  代表取締役 土田 善一 

ｂ 住  所            群馬県桐生市新宿二丁目２番21号 
  

(ハ) 当該訴訟の内容及び損害賠償請求金額 

ａ 内  容 

当該原告は、原告と当社との間で締結されたフランチャイズチェーン加盟契約に関して、契約締結上

の過失を理由に損害賠償を求めたものであります。 

ｂ 損害賠償請求金額        147,230,150円 
  

(ニ) その他 

本事件は、平成18年１月30日前橋地方裁判所桐生支部平成17年(モ)79号移送申立事件の決定により、東

京地方裁判所へ移送されております。 

  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法が変更となっております。 

 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 10株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行㈱ 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行㈱ 

取次所 
みずほ信託銀行㈱ 全国各支店 

みずほインベスターズ証券㈱ 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行㈱ 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行㈱ 

取次所 
みずほ信託銀行㈱ 全国各支店 

みずほインベスターズ証券㈱ 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

広告掲載ＵＲＬ 

http://www.prime-link.com/ 

株主に対する特典 

毎年３月31日及び９月30日現在の株主及び実質株主の方に対して「株主優待券」を

贈呈する。 

所有株式１株の株主に対し、1,000円のお食事優待券 

（1,000円券１枚） 

所有株式２株の株主に対し、2,000円のお食事優待券 

（1,000円券２枚） 

所有株式３株の株主に対し、3,000円のお食事優待券 

（1,000円券３枚） 

所有株式４株の株主に対し、4,000円のお食事優待券 

（1,000円券４枚） 

所有株式５株以上の株主に対し、8,000円のお食事優待券 

（1,000円券８枚） 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 
  
  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第10期）（自 平成16年４月１日 至平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出。 
  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年４月12日関東財務局長に提出。 

事業年度（第９期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 
  

平成17年10月24日関東財務局長に提出。 

事業年度（第10期）（自 平成16年４月１日 至平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 
  

(3) 半期報告書 

(第11期中)（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出。 
  

(4) 半期報告書の訂正報告書 

平成18年２月10日関東財務局長に提出。 

(第11期中)（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 
  

(5) 臨時報告書 

平成17年９月15日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定（主要株主

の異動）に基づく臨時報告書であります。 
  

平成17年９月16日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定（主要株主

の異動）に基づく臨時報告書であります。 
  

平成17年11月29日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定（財政状態及

び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。 
  

平成18年２月10日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の規定（損害賠償請

求訴訟の提起）に基づく臨時報告書であります。 
  

平成18年４月３日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定（代表取締

役の異動）に基づく臨時報告書であります。 
  

(6) 有価証券届出書（新株予約権）及びその添付資料 

平成18年１月５日関東財務局長に提出。 
  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２３日

株式会社プライム・リンク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プライ

ム・リンクの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プライム・

リンクの平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 進 一 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 プ ラ イ ム ・ リ ン ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プライ

ム・リンクの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プライム・

リンクの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度において重要な当期純損失を計上した結果、多額の

資本の欠損が生じており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載

されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 ２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

 ３．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年６月２１日に第４回新株予約権の権利行使により新株式を発

行した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 味 谷 祐 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 
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